
  ２０２６（令和８年） 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 

市の鳥「ペンギン」 

 

 

 

  

 

 

市の動物「クジラ」 

 

 

 

 

 

 

 

市の魚「フク」 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

下関市議会事務局

しものせき

市議会要覧



市　　　章（平成17年10月1日制定）

下関市民憲章（平成19年2月13日制定）

わたしたちは、協働の営みを大切にします。

わたしたちは、自然の恵みを大切にします。

わたしたちは、燃え立つ心を大切にします。

わたしたちは、伸びゆく力を大切にします。

わたしたちは、先人の訓えを大切にします。

“しものせき”の「し」「も」の平仮
名をデフォルメし、下関市、豊浦郡４
町合併により誕生した新「下関市」の
調和を５つのラインで表現している。
全体的なフォルムは、全国的に名高い
「フク」を表している。

わたしたちは、美しい自然と古い歴史に恵まれた

ふるさと下関市を愛します。

わたしたちは、下関市民であることに誇りと責任をもって、

互いに心を寄せあい、新しい理想のまちづくりをめざして

この憲章をかかげます。
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１　市　　　勢



 



１．下関市の概要

下 関 の 位 置 図

　現在の下関市は平成１７年２月１３日に「自然と歴史と人が織りなす交流都市」をまち

づくりの基本理念として、旧下関市とその北側に隣接する旧豊浦郡（菊川町・豊田町・豊

浦町・豊北町）の１市４町の対等合併により誕生しました。

　合併当時の人口は約３０万人で、平成１７年１０月１日から山口県内初の中核市に移行

しました。合併によって市域は約７１６㎢となり、市域の北端から南端までは約６０kmの

距離があります。

　地理的には本州の最西端に位置し、三方（周防灘・関門海峡・響灘）を海に開かれてお

り、天然の良港を有する地理的条件にも恵まれ、歴史的にも九州や大陸への玄関口として

古くから交通・交易の要衝として発展してきました。

　観光面では、壇ノ浦古戦場や巌流島といった歴史的な名所や多くの観光客で賑わう唐戸

市場、市立しものせき水族館「海響館」といった観光施設のほか、角島大橋や土井ヶ浜海

水浴場、川棚温泉・一の俣温泉などの多彩な観光資源を有しています。

　また、全国的にも有名な「下関ふく」をはじめ、「うに・くじら・いか・あんこう」を

加えた５種類の水産物を「下関市水産物５大ブランド」と称して、国内外に積極的なＰＲ

活動を行っています。

　今後、下関市では令和７年３月に策定した第３次下関市総合計画に掲げたまちづくりの

基本理念「可能性を築くまち」の実現に向けて、１０年先の未来を見据えたまちづくりの

ための各種施策が積極的かつ着実に展開されていきます。

下
関

上海

青島
ソウル

大阪

東京

札幌

100km

200km

300km

600km

900km

1,200km

蘇州(太倉)

釜山

下　関　の　位　置　図
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43.7km

0.69 ㎢

名      称

彦      島

角      島

蓋  井  島

六  連  島

白　滝　山

 鬼　ヶ　城 

狗留孫山(御岳)

竜  王  山

満  珠  島

竹 ノ 子 島

0.20 ㎢

0.10 ㎢船 島(巌流島)

10.61 ㎢

3.84 ㎢

2.33 ㎢

流路延長

29.8km

691m

672m

面   積 標 高

713m

 8.6km

名　　　称

木 屋 川

※市域外含む数値

粟 野 川

綾羅木川

川 棚 川

名      称

華　　　山

天 井 ヶ 岳

一 位 ヶ 岳

京　ヶ　嶽  9.5km668m

668m

620m

616m

613m

0.18 ㎢

２．下関市の範囲及び地勢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※　資料源（数値のみ）：『電子国土 web』電子国土事務局 

※　市の面積は令和７年１０月１日現在　（国土交通省国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」） 

○主な島　　　　　　　　○主な山　　　　　　  ○主な川 

 

 

  

 

 

 

 

※　資料源：R07「山口県統計年鑑」 

市の面積 

716.26 ㎢

北　端 
豊北町角島北端

南　端 
彦島田の首金の弦岬

西　端 
蓋井島西端

東　端 
豊田町大字今出

約３６．６km

市役所の位置 
東経 130°56′29″ 
北緯 33°57′28″

約５１．５km

本州最西端　毘沙ノ鼻 
東経 130°51′ 
北緯 34°06′
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３．下関市役所本庁、各総合支所及び支所　位置図 

下関市役所

菊川総合支所

豊浦総合支所

豊田総合支所

豊北総合支所

長府支所川中支所

勝山支所

安岡支所

吉見支所

王司支所

清末支所

小月支所

吉田支所
内日支所

豊洋台支所

黒井支所

室津支所

小串支所

宇賀支所

田耕支所
神玉支所

粟野支所

角島支所

阿川支所

神田支所

長門市

美祢市

山陽小野田市

響灘

周防灘

関門海峡

彦島支所

王喜支所

蓋井島

六連島



4 

４．下関市の略年表 

     年  月 事         項     年  月 事        項
 明治22．４ 

28．４ 

34．５ 

９ 

35．６ 

38．９ 

39．１ 

昭和 ８．２ 

17．11 

26．１ 

29．10 

 

 

30．２ 

４ 

 

 

 

 

 

 

31．５ 

31．11 

33．３ 

 

36．７ 

37．４ 

38．10 

40．５ 

      41．　 

45．６ 

46．８ 

10 

 

47．５ 

 

10 

48．３ 

11 

49．11 

50．３ 

51．６ 

７ 

９ 

10 

52．５ 

10 

12 

54．９ 

10 

 

市制施行、赤間関市となる 

春帆楼で日清講和条約(下関条約)締結 

山陽線　京都-赤間関間全線開通 

英国領事館開設 

市名を下関市に改称 

関釜連絡船就航 

上水道給水開始 

山陰線全線開通 

関門鉄道トンネル開通、下関駅新駅舎に移転 

関門港が重要港湾に指定 

下関競艇場開場 

豊田町発足(殿居村、豊田中村、西市町、豊田

下村の一部が合併) 

旧市庁舎開庁 

菊川町発足(豊東村、菊川村、内日村の一部が

合併) 

豊浦町発足(豊西村、黒井村、川棚村、宇賀村

が合併) 

豊北町発足(神玉村、角島村、神田村、阿川村、

粟野村、滝部村、田耕村および宇賀村の一部

が合併) 

火の山などが瀬戸内海国立公園に編入 

旧下関水族館オープン 

関門国道トンネル開通 

火の山ロープウエイ開業 

『安全都市宣言』 

下関市立大学開学 

第18回山口国体開催 

『衛生都市宣言』 

下関漁港水揚げ高日本一になる 

下関-大韓民国・釜山間に｢フェリー関釜｣就航 

下関地区広域行政事務組合発足 

ブラジル連邦共和国・サントス市と姉妹都市

盟約調印 

トルコ共和国・イスタンブール市と姉妹都市

盟約調印 

火の山パークウェイ開通 

火の山展望台完成 

関門橋開通 

南風泊市場開場 

山陽新幹線開通、新下関駅開業 

下関市地方卸売市場勝山市場オープン 

市民プールオープン 

グリーンモール完工 

大韓民国・釜山直轄市と姉妹都市盟約調印 

下関市民会館完成 

｢シーモール下関｣オープン 

豊浦中央公民館完成 

豊田町町民センター完成 

中華人民共和国・青島市と友好都市提携 

 

昭和54．12 

55．４ 

 

９ 

56．３ 

９ 

57．４ 

10 

58．11 

60．５ 

６ 

９ 

61．７ 

11 

63．３     

 

７ 

９ 

12 

平成 元．10 

 ２．３ 

４ 

５ 

７ 

９ 

11 

 

３．２ 

４ 

４．４ 

６ 

11 

 

 

５．４ 

５ 

６．１ 

３ 

４ 

 

 

６ 

10 

 ７．３ 

 

４ 

 

 

５ 

10 

 

豊浦・豊北清掃センター完成 

彦島終末処理場供用開始 

深坂自然の森開設 

環境センター奥山工場運転開始 

豊浦大津環境衛生センター完成 

勤労福祉会館・勤労者体育センター開館 

身体障害者福祉センター開館 

長府扇町・運動広場が完成 

市立美術館オープン 

下関第二球場開設(北運動公園内) 

下関フィッシングパークオープン 

住民票オンラインシステムを開設 

下関商工会館オープン 

唐戸再開発ビル｢カラトピア｣オープン 

新市立中央病院完成 

下関港国際ターミナル完成 

新下関球場完成 

北消防署開設 

豊田ふるさとセンターオープン 

海峡ゆめ広場オープン 

土井ヶ浜遺跡ドーム完成 

公共下水道・山陰終末処理場供用開始 

園芸センター観賞用大温室オープン 

彦島図書館開館 

水道局新庁舎供用開始 

日韓高速船株式会社設立 

内日ダム完成 

新湯の原ダム完成 

本州最西端の碑建立(吉母・御崎) 

川中公民館完成 

唐戸再開発ビル｢カラトコア｣オープン 

下関勤労者総合福祉センター｢下関アクテ

ィブセンター｣完成 

岬之町コンテナターミナル完成 

長府庭園オープン 

土井ヶ浜遺跡･人類学ミュージアム開館 

下関駅構内｢サテライトオフィス｣オープン 

赤間町駐車場完成 

市民センターオープン 

｢ヘルシーランド下関｣オープン 

角島灯台公園オープン 

人工地盤完成 

きくがわ温泉華陽竣工 

ヴィラむろつ完成 

細江町駐車場完成 

山陽終末処理場供用開始 

｢こども発達センター｣オープン 

豊田湖畔公園オープン 

市立考古博物館オープン 

リフレッシュパーク豊浦オープン 
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年 月 事 項 年 月 事 項

 平成８．７ 

 

９．２ 

４ 

 

５ 

６ 

７ 

11 

 

10．１ 

４ 

９ 

12 

 

11．７  

10 

12．４ 

 

10 

11 

13．４ 

 

９ 

14．４ 

 

 

 

 

６ 

８ 

15．３ 

 

４ 

５ 

６ 

 

 

16．６ 

11 

12 

17．２ 

 

６ 

10 

18．１ 

10 

 

11 

19．２ 

４ 

５ 

７ 

山口県国際総合センター「海峡メッセ下関」

オープン 

大韓民国総領事館、広島へ移転 

道の駅｢きくがわ｣オープン 

｢サテライトオフィス山の田｣オープン 

長府東公民館オープン 

新ごみ収集体制がスタート 

大韓民国名誉総領事館オープン 

｢シーモール下関｣リニューアルオープン(人

工地盤と連結) 

下関-中華人民共和国・青島間に定期航路開設 

｢長府毛利邸｣オープン 

菊川ふれあい会館｢アブニール｣オープン 

アメリカ合衆国・ピッツバーグ市と姉妹都市

提携 

｢サテライトオフィスゆめタウン｣開設 

火の山公園新立体駐車場完成 

小月公民館竣工(改築) 

下関市立大学大学院開設 

病院情報システム本格稼動 

角島大橋開通 

市立しものせき水族館｢海響館｣オープン 

｢唐戸市場｣リニューアルオープン 

農業公園｢みのりの丘｣オープン 

特例市に移行 

｢カモンワーフ｣オープン 

｢海峡ビューしものせき｣オープン 

国際捕鯨委員会(ＩＷＣ)第54回年次会議開

幕(5月24日まで) 

下関フィルムコミッション発会 

電子入札システム運用開始 

彦島保健センター竣工 

下関市・豊浦郡４町合併協議会設置 

つのしま自然館オープン 

下関市栽培漁業センター竣工 

新ごみ収集体制スタート 

(10分別、有料ゴミ袋導入) 

しものせき環境みらい館オープン 

豊田ホタルの里ミュージアムオープン 

市役所１階に総合窓口がオープン 

道の駅｢蛍街道西ノ市｣オープン 

新｢下関市｣誕生(下関市・菊川町、豊田町、豊

浦町、豊北町が合併) 

上海航路に定期フェリー就航 

中核市へ移行 

ＪＲ下関旧駅舎ほぼ全焼 

｢日本女性会議2006しものせき｣開催 

｢下関ナンバー｣導入 

｢国民文化祭・やまぐち2006｣開催 

｢エンジン01文化戦略会議｣開催 

公立大学法人｢下関市立大学｣誕生 

｢しものせき市民活動センター｣オープン 

山陰観光列車｢みすゞ潮彩｣運行開始 

平成19．８ 

20．３ 

11 

21．３ 

４ 

 

 

 

 

５ 

22．１ 

２ 

 

３ 

 

 

 

４ 

６ 

23．１ 

 

３ 

７ 

９ 

10 

 

 

11 

 

24．２ 

３ 

４ 

 

 

 

６ 

10 

 

25．４ 

10 

 

11 

26．２ 

 

３ 

４ 

 

 

７ 

８ 
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中国・蘇州への旅客輸送サービス開始 

市外局番が｢083｣に統一 

第１回下関海響マラソン開催 

下関港新港地区｢長州出島｣一部供用開始 

下関市動物愛護管理センター｢動物ふれあ

いランド下関｣開館 

幼保一体化施設｢豊北こども園｣｢西市こど

も園｣開園 

ごみ処理体制統一 

彦島公民館竣工(新築) 

川棚温泉交流センター｢川棚の杜｣オープン 

下関市立近代先人顕彰館｢田中絹代ぶんか

館｣オープン 

海響館に｢ペンギン村｣オープン 

社会教育複合施設(生涯学習プラザ、中央図

書館)｢ＤＲＥＡＭ　ＳＨＩＰ｣オープン 

中央図書館を含む全館を指定管理化 

川中中学校開校(教科センター方式) 

｢東行記念館｣オープン 

下関-大韓民国・光陽間に定期航路開設 

(24.2から運休中) 

山陽・九州新幹線｢さくら｣新下関駅に停車 

山口県立下関武道館オープン 

市の動物に｢クジラ｣を制定 

おいでませ！山口国体・山口大会開催 

｢ミニボートピア山口あじす｣オープン 
市立大学新校舎・管理研究棟完成 

市立豊北歴史民俗資料館(愛称：太翔館)リ

ニューアル開館 

満珠荘リニューアルオープン 
道の駅｢北浦街道　豊北｣オープン 
下関市議会基本条例、下関市議員政治倫理

条例施行 
下関市立中央病院 地方独立行政法人化 
(市立市民病院に名称変更) 
菊川温泉プールリニューアルオープン 
ボートレース下関外向発売所｢ふく～る下

関｣オープン 
｢みのりの丘ジビエセンター｣オープン 

新消防庁舎完成 

消防防災学習館「火消鯨」オープン 

中核市サミット2013in下関開催 

本庁舎新館一部供用開始(議会機能移転) 

新豊北総合支所庁舎完成 

ＪＲ下関駅、新駅舎・駅ビル完成 

｢ふくふくこども館｣オープン 

「サテライトオフィス下関駅前」移転（ふ

くふくこども館内） 

旧下関英国領事館リニューアルオープン 

場外舟券発売場「オラレ下関」オープン 

「全国コミュニティ・スクール研究大会in

下関」開催 

市の鳥に｢ペンギン｣を制定 
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年 月 事 項 年 月 事 項

 平成27．３ 

４ 

５ 

 

８ 

10 

 

 

12 

28．３ 

 

 

 

５ 

 

８ 

10 

 

11 

12 

29．４ 

 

 

 

６ 

 

 

８ 

10 

11 

30．４ 

 

５ 

31．４ 

 

令和 元．６ 

 

７ 

 

２．２ 

 

３ 

 

 

４ 

 

５ 

 

 

10 

 

11 

下関北バイパス全線開通 

中央図書館を指定管理から直営化 

1万人規模の大型コンベンション（第58回日

本糖尿病学会年次学術集会）誘致・開催 

本庁舎新館グランドオープン 

豊田総合支所新庁舎完成 

本庁舎立体駐車場供用開始 

ねんりんピックおいでませ！山口2015開催 

下関-中華人民共和国・青島間の定期航路休止 

教育センター供用開始 

火の山ユースホステル「海峡の風」リニュー

アルオープン 

山口県済生会へ市立豊浦病院を譲渡 

第10回記念大会withながと ツール・ド・し

ものせき2016開催 

ふくふくこども館来館者50万人突破 

市民サービス課に「パスポートセンター」オ

ープン 

市立歴史博物館オープン 

火の山展望台建て替えによる一時閉館 

ボートレース下関ナイターレース愛称「海響

ドリームナイター」開始 

小月バイパス全線開通 

「関門ノスタルジック海峡」日本遺産認定 

日本初の恐竜卵化石発見 

JR西日本「ＴＷＩＬＩＧＨＴ ＥＸＰＲＥＳ

Ｓ　瑞風」運行開始 

山陰新観光列車「○○のはなし」運行開始 

朝鮮通信使ユネスコ「世界の記憶」登録決定 

第10回記念大会下関海響マラソン2017開催 

下関市立中央こども園開園 

「菊川ベルちゃん体育館」供用開始 

菊川総合支所新庁舎供用開始 

山陰終末処理場消化ガス発電施設オープン

「BOAT KIDS PARK Mooovi下関」オープン 

市立小・中学校の全普通教室にエアコンを設

置、運転開始 

下関陸上競技場リニューアルオープン 

商業捕鯨再開　捕鯨船団下関出港 

本庁舎東棟供用開始、子育て支援フロア（親

子ふれあい広場）オープン 

新型コロナウイルス感染症に伴う市立学校の

臨時休業（国からの要請に基づくもの）（下関

商業高等学校3/2～、小中学校3/3～） 

他市議会の視察受入中止（4/2～） 

全国に緊急事態宣言発令（4/16～） 
山口県を含む39県の緊急事態宣言解除（5/14） 

市立学校の学校再開（5/14） 

全国の緊急事態宣言解除（5/25） 

本庁舎市民広場供用開始 

「しもまちアプリ」配信開始 

「Mooovi下関」屋内新エリアオープン 

全国鯨フォーラム2020in下関開催

令和３.４ 

 

 

５ 

 

 

 

５ 

８ 

 

１１ 

 

 

令和４．１ 

３ 

４ 

 

 

10 

令和５．４ 

 

 

 

11 

令和６．２ 

４ 

 

 

 

 

８ 

 

令和７．１ 

 

 

４ 

 

 

７ 

 

 

８ 

 

 

10 

 

 

11 

12 

 

令和８．４

下関市手話言語条例施行 

下関市立大学に「特別支援教育特別専攻科」

開設、大学院に「教育経済学領域」開設 

乃木浜総合公園グラウンド・ゴルフ場供用

開始 

新型コロナウイルスワクチンの高齢者向け

優先接種開始 

ゼロカーボンシティしものせきを宣言 
道の駅｢北浦街道　豊北｣来駅者５００万人

達成 

新・夜間急病診療所完成、運用開始 

観光情報発信ターミナル開設（関門トンネ

ル人道入口） 

全国将棋サミット2021開催 

「下関海峡エリアビジョン」策定 

市内初の小中一貫教育校「名陵学園」開校 

地域ポータルサイト「しもまちプラス」運

用開始 

日本遺産フェスティバルin関門開催 

蓋井島に小中一貫教育校「蓋井小中学校」

開校 

乃木浜総合公園ストリートスポーツ広場 

供用開始 

海響館 累計入館者1,500万人を達成 

武久幡生本町線 全線開通 

小中一貫教育校「うつい小中学校」開校 

下関市立大学に「データサイエンス学部」

開設 

新下関学校給食センターによる学校給食の

提供開始（小学校16校、中学校６校） 

Ｊ：ＣＯＭアリーナ下関（下関市総合体育

館）オープン 

安岡地区複合施設「やすらガーデン」オー

プン 

乃木浜総合公園野球場 供用開始 

小中一貫教育校「よしみ小中学校」開校 

下関市立大学に「看護学部」開設 

福祉プラザしものせき オープン 

全国クルーズ活性化会議総会 開催 

令和7年度全国高等学校総合体育大会 開催 

(R7.7.23～8.20 J:COM ｱﾘｰﾅ 卓球･新体操) 

海響館 リニューアルオープン 

市立小中学校の学校給食費を完全無償化

(R7.2学期～) 

下関市魚食の普及推進に関する条例 
(通称：お魚食べよう条例) 施行 

第74回全国漁港漁場大会in下関 開催 

火の山公園アスレチック 供用開始 

小中学生・高校生世代までの子ども医療費

を完全無償化 

学びの多様化学校「文洋中学校関西分校」

開校 

展望デッキ「ヒノヤマリング」オープン
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５．人口等の推移（国勢調査） 

（調査時点：各10月1日、単位：人） 

※　昭和50年までは、国勢調査（10月１日現在）の市町村別人口を昭和55年10月１日現在の行政区

画により組み替えたもの。 

※　令和8年は、令和8年3月末現在の住民基本台帳から。 

 

６．産業別人口（国勢調査） 

単位 人口:人、 率:％  

 

※　平成12年の人口は合併前の旧1市4町の人口を合計したもの。 

 

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

人 口 率 人 口 率 人 口 率 人 口 率 人 口 率

9,049   6.3   7,819   5.7   6,415   5.0   5,584   4.5   5,030   4.0   

40,124  27.8  34,256  25.0  30,764  24.0  28,991  23.5  30,234  24.0  

94,197  65.4  92,831  67.6  88,270  68.8  86,318  70.0  90,498  72.0  

762     0.5   2,294   1.7   2,774   2.2   2,499   2.0   -       -    

144,132 100.0 137,200 100.0 128,223 100.0 123,392 100.0 125,762 100.0 

第１次産業

国勢調査

合　　計

第２次産業

第３次産業

分類不能

 【旧市町】 下関市 菊川町 豊田町 豊浦町 豊北町 合 計

 昭和３０年 233,436 10,708 13,968 22,539 28,148 308,799

 昭和３５年 246,941 9,827 12,461 22,132 25,668 317,029

 昭和４０年 254,376 8,551 10,484 21,146 22,589 317,146

 昭和４５年 258,425 7,814 9,297 20,005 20,062 315,603

 昭和５０年 266,593 7,807 8,696 20,361 18,843 322,300

 昭和５５年 268,957 8,015 8,602 21,866 18,038 325,478

 昭和６０年 269,169 8,151 8,232 22,130 16,903 324,585

 平成　２年 262,635 7,927 7,656 21,701 15,724 315,643

 平成　７年 259,795 7,944 7,349 21,288 14,341 310,717

 平成１２年 252,389 8,203 6,882 20,499 13,124 301,097

 
【新市】 （旧下関市）

各総合支所管内
合 計

 菊 川 豊 田 豊 浦 豊 北

 平成１７年 244,197 8,312 6,435 19,753 11,996 290,693

 平成２２年 237,607 7,978 5,987 18,754 10,621 280,947

 平成２７年 228,638 7,735 5,341 17,641 9,262 268,617

 令和　２年 219,078 7,231 4,620 16,232 7,890 255,051

 令和　８年 205,307 7,014 4,044 14,876 6,913 238,154
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７.グラフ１：人口の推移（国勢調査）　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．年齢別人口（国勢調査） 

単位 人口:人、 率:％  

 
※　平成12年の人口は合併前の旧1市4町の人口を合計したもの。 

平成27年 令和2年

人 口 率 人 口 率 人 口 率 人 口 率 人 口 率

40,440  13.4  36,583  12.6  33,744  12.0  31,116  11.6  28,194  11.0  

193,482 64.3  178,637 61.4  165,406 58.9  147,954 55.1  135,647 53.2  

67,137  22.3  73,990  25.5  80,199  28.5  88,073  32.8  91,210  35.8  

38      0.0   1,483   0.5   1,598   0.6   1,374   0.5   -       -    

301,097 100.0 290,693 100.0 280,947 100.0 268,517 100.0 255,051 100.0 合　　計

平成22年平成17年平成12年

年齢不祥

国勢調査

若年人口( 0～14)

労働人口(15～64)

老齢人口(65以上)

下関市全体

旧下関市

豊浦町

豊北町
菊川町

豊田町
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地区別 総数（人） 0～14歳 15～64歳 65歳～ 高齢化率 世帯数 面積（㎢）

下関市 238,154 23,920 126,463 87,771 36.9% 127,068 716.26 

本庁 56,985 4,810 30,191 21,984 38.6% 33,162 17.09 

彦島 21,679 1,799 11,074 8,806 40.6% 11,899 11.26 

長府 26,312 2,741 14,042 9,529 36.2% 13,751 17.62 

王司 7,654 1,089 4,269 2,296 30.0% 3,692 14.66 

清末 6,307 918 3,733 1,656 26.3% 2,885 19.30 

小月 6,138 601 3,396 2,141 34.9% 3,177 8.09 

王喜 3,266 362 1,832 1,072 32.8% 1,723 11.70 

吉田 1,163 63 523 577 49.6% 632 19.61 

勝山 24,486 2,903 14,513 7,070 28.9% 12,893 21.28 

内日 982 67 402 513 52.2% 517 29.63 

川中 31,359 4,061 18,035 9,263 29.5% 15,636 11.57 

安岡 14,206 1,848 7,664 4,694 33.0% 7,189 16.39 

吉見 4,770 312 2,202 2,256 47.3% 2,781 26.49 

菊川 7,014 696 3,424 2,894 41.3% 3,431 83.75 

豊田 4,044 231 1,682 2,131 52.7% 2,128 163.41 

豊浦 14,876 1,124 6,921 6,831 45.9% 7,758 75.83 

豊北 6,913 295 2,560 4,058 58.7% 3,814 168.58 

９.地区別高齢化率及び面積 
人口・世帯数：令和８年３月末現在（住民基本台帳）　面積：令和７年１０月１日現在  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

10.グラフ２：１５歳未満人口比率及び高齢化率の推移 

豊北町

豊田町

豊浦町

菊川町

下関市全体

豊北町

豊浦町

下関市全体 

豊田町

菊川町 
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11．平成の大合併 

 

 (１)新市の基礎情報 

合 併 の 期 日 平成１７年２月１３日             旧豊田町 

旧豊北町 

 

旧豊浦町 

            旧菊川町 

 

旧下関市 

合 併 市 町 下関市、菊川町、豊田町、豊浦町、豊北町 

合 併 の 方 式 新設合併 

人 口 301,097人（H12国勢調査） 

面 積 715.79㎢（H12国勢調査） 

議 員 数 106人（在任特例）・・・法定上限４６人 

財 政 力 指 数 0.551（2004年度決算統計） 

経常収支比率 90.1%（2004年度決算統計） 

 

 (２)合併市町の基礎情報 

関係市町 人口 高齢化率 面積 議員数 財政力指数 経常収支比率 

 人 ％ ㎢ 人  ％ 

旧下関市 252,389 21.3 224.09 36 0.63 83.1 

旧菊川町 8,203 23.2 83.78 16 0.33 86.6 

旧豊田町 6,882 30.8 163.47 15 0.24 83.3 

旧豊浦町 20,499 24.3 75.84 21 0.38 85.4 

旧豊北町 13,124 33.4 168.61 18 0.26 85.3 

人口及び面積:H12国調､議員数:合併直前の定数､財政指数:2002年度 

 

 (３)合併までの経緯 

H13.10 

H14. 3 

H15. 2 

H15. 3 

H15. 4 

H15. 6 

H15.秋 

H15. 9 

H16. 3 

H16. 7 

 

H16. 9 

H16.10 

H16.10 

H17. 2 

 下関市･豊浦郡4町広域合併調査研究会を設置 

 ｢合併シミュレーション調査事業報告｣公表 

 各市町で法定協議会の設置議案が可決 

 下関市･豊浦郡4町合併協議会が発足 

 第1回合併協議会を開催 

 第2回合併協議会で合併の方式を｢新設合併｣とすることを確認 

 新市の名称公募が行われ､すべての市町で｢下関市｣が多くの支持 

 住民説明会(7会場) 

 住民説明会(9会場) 

 各市町長により合併協定書に署名･調印 

 各議会が合併関連議案可決 

 県議会が下関市･豊浦郡4町の合併議案を可決 

 県知事による合併決定 県が総務省に提出 

 合併に関する総務大臣告示(26日) 

 新しい｢下関市｣発足(13日) 
 



２  議　　　会



 



１．議員定数等

（１）議員定数

　令和８年４月１日時点
（適用日：平成２３年２月１３日　従前の議員定数：３８人）

条例定数　３４人
※

　※３４人⇒３２人（令和５年第４回定例会で条例改正、公布の日（令和５年１２月２１日）

（２）会派別及び党派別議員数

 10   1 

  7 

  4 

  1   1   1 

  2 

  1   1   1   3 

 ※所属党派名は改選時届出時点のもの 

 ※所属会派名及び所属人員は令和８年４月１日時点のもの 

（３）年齢別・当選回数別議員数（令和８年４月１日時点）

  1   2   1   1   1 

  3   2   2   3   1   2   1 

  2   2   2   1 

  1   1 

  1   3 

  8   8   6   1   3   2   2   2   1 

現員数　３３人（うち女性議員　５人） 

 以後、初めてその期日を告示される一般選挙から適用）

 単位：人 
　　　　　　　党 派 名 自  由 立憲 日  本  社　会 れいわ
　会 派 名 民主党 民主党 共産党  民主党 新選組

み ら い 下 関   11 

創 世 下 関    7 

公 明 党 市 議 団    4 

市 民 連 合    3 

日本共産党下関市議団    2 

無 所 属    6 

計       18       4       1       3       1       1       5   33 

 単位：人 
　　当選回数

　年　齢

７１才～８０才       6 

６１才～７０才      14 

５１才～６０才       7 

４１才～５０才       2 

３１才～４０才       4 

計      33 

 ※ 平均年齢 59.58歳　平均期数 3.39期 

 ※ 上記当選回数は合併以前の旧市町議会議員選挙の当選回数を含む。 

 公明党  無党派  計 

  1   2   3   4   5   6   7   8   9  計 

11



２．議会の構成等

（１）議会の構成

常任委員会

議　会

特別委員会

協議の場 議会広報部会

議会災害対策会議

その他の会議 全員協議会

各会派会長会議

（２）常任委員会の所管事項

定数

総務委員会　　（定数 9人）

経済委員会　　（定数 8人）

文教厚生委員会（定数 9人）

建設消防委員会（定数 8人）

議会運営委員会（定数 9人）

委員会名 所　　管　　事　　項

（３）協議の場の設置状況

部会名 組織 所　　管　　事　　項

総    務 9
市長公室、企画政策部、総務部、財政部、市民部、出納室、
監査委員及び選挙管理委員会の所管に属する事項並びに他の委員
会の所管に属さない事項

経    済 8
環境部、観光スポーツ文化部、産業振興部、農林水産振興部、
ボートレース企業局及び農業委員会の所管に属する事項

文教厚生 9
福祉部、こども未来部、保健部及び教育委員会の所管に属する事
項

建設消防 8
建設部、都市整備部、港湾局、上下水道局及び消防局の所管に属
する事項

議会広報 各会派より１名
議会の広報紙の編集及び発行、議会のホームページ、議
員研修、その他議会広報に関する事項

議会災害対策会議

※下関市議会業務
継続計画（ＢＣ
Ｐ）の発動要件に
該当する災害が発
生した場合に設置

議長、副議長、
議会運営委員会
委員長及び各会
派代表者

・議員の安否、居所、連絡手段等の掌握に関すること。
議員の招集に関すること
・下関市災害対策本部（以下「市本部」）からの情報の
収集及び議員への情報の提供に関すること
・議員等からの情報の収集及び整理並びに市本部への情
報の提供に関すること
・国、県その他の関係機関に対する要望等に関すること
・市本部からの依頼事項の実行に関すること。
・その他議長が必要と認める事項
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（４）特別委員会の設置状況(平成20年～)

特別委員会名 定数 所     管     事     項（ 設  置  目  的 ）

下関海峡エリア
ビジョン調査

(R5.6.23-)

9

下関海峡エリアビジョンの具現化に向け、様々な個別事業が展開されて
いく中で、当該エリアビジョンを調査・研究し、市民、または、来関者
からも評価される事業展開となるよう、市民を代表する議員で構成され
る市議会として提言することで、市民の声を行政に届け、ひいては海峡
エリアの発展に資することを目的とする。

下関市議会議員
定数等調査

(R3.6.30-R4.3.28)

10
人口減少の進行や、これまで議会改革に不断に取り組んできた現状を踏
まえ、議員定数の適正化と議会運営等の検証・調査を行い、もって本市
議会のさらなる活性化、開かれた議会に資することを目的とする。

下関市議会業務継
続計画（ＢＣＰ）

調査
(H30.6.22-H30.12.3)

8
大規模災害等の緊急の事態が発生した際の、下関市議会の対応について
必要な事項等の調査を行い、もって被害の拡大防止及び議会機能の早期
回復を図るための計画策定を目的とする。

 一般・特別会計
   決算審査

※９月定例会初日に
設置し、最終日に報
告

10
(-H21)

8
(H22-24)

9
(H25-)

地方自治法第96条第1項第3号に規定する決算の認定に関し、一般・特別
会計の決算審査を行うことを目的とする。（企業会計決算は所管の常任
委員会での審査）

 市出資法人調査

※６月定例会最終日
に設置し、１２月定

例会初日に報告

10
(-H21)

8
(H22-25)

9
(H26-)

地方自治法第221条第3項に規定する法人の経営状況の調査を行い、もっ
て当該法人の設立目的に沿った運営の確立に資することを目的とする。
（H13以降、毎年設置（H30・R3～R8を除く。））

新庁舎建設調査
(H20.6.16-H22.3.27)

10

合併協議会結果に則り本市の新本庁舎を建設するに当たり、その規模及
び機能、事業手法及び費用、財源調達及び市財政への影響等、併せて同
施設と総合支所又は支所との有機的連携等についても調査を行い、もっ
て本市の新本庁舎のあり方を探求する。

議 会 改 革
に関する調査

(H21.2.27-H21.12.4)

10

近年、一連の地方自治法の一部改正により、議会の自主性の拡充、強化
に資する所要の整備が行われたが、その後も地方議会のあり方に関し各
種の提言等がなされており、また、現在、第２９次地方制度調査会にお
いても、地方議会のあり方が引き続き審議項目として取り上げられてい
ることに鑑み、本市議会における議員の定数、政務調査費、報酬、費用
弁償等をはじめとする議会のあり方を調査し、以って、本市議会が真に
住民を代表する地方民主主義の要の機関として、より一層機能できる体
制を整えることをその目的とする。

議会基本条例立案
に関する調査
(H23.3.28-H24.3.5)

8

地方分権の進展に伴い、市民の自治行政に対する関心が高まりを見せる
中、住民自治の時代にふさわしい地方政治のあり方を探り、市民ととも
に歩む議会を確立するため、議会基本条例の立案を目指すことを目的と
する。
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３．議会の運営

（１）議会運営委員会

１）構成人員　　９人

２）所管事項（地方自治法第１０９条第３項）

　議会の運営に関する事項、議会の会議規則、委員会に関する条例等に関する事項、議長の

諮問に関する事項の調査、並びに議案、請願等の審査

３）会派の構成要件

　会派の所属議員数は２人以上とする。

　交渉団体の資格を有する会派の所属議員数は３人以上とする。

４）委員の選出方法

５）委員の任期    １年

６）委員会決定の周知徹底方法

　会派から選出されたそれぞれの委員が逐次報告するが、会派に属さない議員を含め決定事

項等は全議員に文書をもって通知し周知徹底を図る。

７）委員会の開催時期

　議会開会日のおおむね４日前と、会期中、閉会中に随時開催する。

８）代理出席

９）定足数

　委員定数の半数以上の出席としている。（委員会条例第１６条）

（２）議会運営に関する主な事項

１）定例会の招集回数及び時期

　定例会は、毎年４回とし、原則として３月、６月、９月及び１２月に招集される。

２）本会議の会議時間

　会議時間は、午前１０時に始める。

３）議案等の配布

催通知等の連絡文書）については、携帯電話、若しくはパソコンへのメールにより通知する

（郵送及びファックスによる通知を希望する議員を除く）こととしている。

　会議に関する各種資料（その他会議に必要な資料）は、会議中にタブレット端末で閲覧可

能としている。

　会派の所属議員数按分により選出することとしている。ただし、按分数が１に満たない会

派についても１人を割り当てることとする。

　委員の割り当てが１人の会派については、当該委員がやむを得ず欠席する場合に限り、委

員外議員としての代理出席を認めることとする。また、副議長は委員外議員として出席する

ことができるものとする。

　議案は各会派控室への配布を原則とし、その他の通知文書等（議案配付通知、委員会の開
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４）予算の審査方法

５）決算の審査方法

　なお、一般・特別会計決算審査特別委員会の構成については、各会派に対し、按分により

６）意見書及び決議の取扱い

　原則として、議会開会日のおおむね４日前に開催される議会運営委員会までに案を添え提

出されたものを議会運営委員会でその取扱い方を検討する。

７）一般質問、代表質問(関連質問)及び個人質問について

　一般質問は、個人質問制で代表質問制はとっていない。

　ただし、３月定例会においては、新年度の市長施政方針に対する会派代表制による代表質

問と、新年度予算案に対する個人質問を行う。

ア　通告書の提出時期及び通告内容

　　一般質問の通告内容は質問の件名、要旨・関連する部局及び聞き取り希望日時・場所と

　し、通告期間については、６月及び１２月定例会にあっては当該定例会の招集告示日から

　初日本会議の前日（その日が市の休日の場合はその日前の直近の平日）の正午まで、９月

　定例会にあっては当該定例会の招集告示日から常任委員会充て日の最終日の閉庁時までと

  する。また、通告書の提出は、持参のほか締め切り日必着を条件にファックス、電子メー

　ルも認めることとしている。

　　代表質問については、その関連質問とともに、予算議案配布日の閉庁時までに質問者の

　氏名（関連質問については発言順位も）を届け出ることとし、予算議案上程日の閉庁時ま

　でに、質問件名及び主な質問事項について通告を行うこととしている。なお、いずれも持

　参のほか締め切り日必着を条件にファックス、電子メールも認めることとしている。

　　個人質問の通告内容は、質問の件名又は事務・事業名及びその記載資料とページ、並び

　に質問の要旨、関連する部局及び聞き取り希望日時・場所とし、通告は、予算議案配布日

　から予算議案上程日の閉庁時までとする。また、通告書の提出は、持参のほか締め切り日

　必着を条件にファックス、電子メールも認めることとしている。

イ　発言順位の決定方法

　　一般質問：通告時に、くじにより発言順位を決定

　　代表質問：大会派順　（関連質問：会派が届け出た順）

　　個人質問：通告時に、くじにより発言順位を決定

　また、市が発行する刊行物等の資料等で急を要さないものについては、事務局に議員用の

レターボックスを設けて配布している。

　一般会計の歳入は総務委員会、一般会計の歳出は、所管の委員会に分割付託、他会計（特

別会計・企業会計）は、所管の委員会に付託を行い審査する。

  なお、一般会計の補正において、当該歳出予算の内容が一常任委員会に属するもののみの

場合においては、歳入予算についても当該常任委員会に付託して審査することとしている。

　一般・特別会計は特別委員会を設置し付託、企業会計は所管の常任委員会に付託し審査

を行う。

委員数を割り当て選出する。
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ウ　質問時間及び回数の制限

　席にて、一問一答方式で行うものとする。

エ　質問の自粛

８）質疑について

ア　発言通告制　　　　　　なし。

イ　発言順位の決定方法　　挙手の順による。

ウ　時間制限と質疑回数　　質疑時間の制限は行わず、回数は３回までとしている。

エ　発言場所　　　　　　　すべて自席から。

９）緊急質問の取扱い

　　緊急質問は通告制とし、通告内容は質問の件名と要旨とする。緊急質問の通告があった

　場合は、議会運営委員会において通告内容等を検討、協議し、質問の許否を決定すること

　とする。本会議で直接動議としての質問は認めていない。

　　発言場所、時間制限、回数制限は一般質問の例による。

10）文書質問の取扱い

　　一般質問、緊急質問ができないときは、開会中・閉会中に関わらず議長の許可を得て文

　書により質問することができる。議長は、文書質問を許可したときは当該質問書を市長そ

　の他の関係機関に送付し、答弁がなされたときは速やかに答弁書を文書質問した議員に送

　付する。

11）反問権について

　　理事者が議員に対し意見や考えを問うような質問（反問）をすることは認めていないが、

　論点整理のために市長その他の関係機関が議長の許可を得て、質問内容の確認を行うこと

　を認めている。

12）常任・議運委員の任期

　  常任委員会・議会運営委員会委員の任期は１年とする。（委員会条例第３条、第４条）

13）委員会傍聴の取扱い

ア　委員会は原則公開としている。（議会基本条例第５条第２項、委員会条例第１９条）

　　第１及び第２委員会室の傍聴席は、一般席と報道関係者席に区分し、一般席の傍聴人の

　定員は８人としている。

　　一般質問及び個人質問は一問一答方式とし、いずれの質問においても質問者は質問席で

　すべての質問を行う。代表質問は初回は演壇にて一括質問・一括答弁、２回目以降は質問

　　一般質問の持ち時間は、答弁を含め１人５０分以内とする。

　　代表質問の持ち時間は、答弁を含め２０分×会派人数(ただし６人目からは１人１０分)

　とする。なお、割り当てられた時間の範囲内で関連質問(人数制限なし、一問一答方式)を

　行うことができる。

　　個人質問の持ち時間は、答弁を含め１人４０分以内とする。

　　新年度予算に関連しない事項及び自己の所属する委員会の所管に関わる事項については、

　個人質問を差し控えるものとする。
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　　なお、第１及び第２委員会室のいずれにも、カメラ、マイク等及びインターネット配信

　の機器を整備、庁内のテレビ放映及びインターネットによるライブ・録画中継を実施し、

　間接傍聴が可能となっている。

（３）請願の取扱い

１）提出期日

　 議会開会前の議会運営委員会開催日（開会のおおむね４日前）の前日の正午までに提出

 されたものを当該議会に上程するよう申し合わせている。

２）臨時会への付議

　 臨時会の付議事件に関わるもの及び、次期定例会では時機を失する急施内容のものなど、

 特定の案件以外は付議しない。

３）紹介議員の制限

　 紹介議員の人数については６人を限度とし、正副議長及び請願事項を所管する委員会の

 委員は請願の紹介議員にならないこととする。

　 また、学校施設や特定区域の道路整備などについては競合が生じやすく、また、一部の

 地域の利益に偏るため、行政の公平性を確保する上からもこの種の請願の紹介議員となる

 ことは自粛することとする（内容に疑義がある場合は議運で協議する）。

４）審査の際の紹介議員及び理事者の説明

ア　請願文書表により委員会付託を行う。

イ　委員会が紹介議員の説明を求めることはほとんどなく、理事者からは参考として所見を

　聞く程度である。

５）委員会審査報告

　本会議での委員会報告は、委員長が口頭で行う。

６）請願者への結果通知の有無とその範囲

　審査結果（採択・不採択・継続審査・審議未了）を直接通知する。

（４）陳情の取扱い

　陳情書･要望書の区別を設けず、また、持参・郵送、市内･市外の住所要件を問わず陳情書

として受理する。（令和７年１１月から電子申請受付を開始）

　議会開会前の議会運営委員会開催日（開会の概ね４日前）の前日の正午までに提出された

陳情のうち市内に住所を有する市民（団体等を含む）から提出されたもの（議長の判断によ

り、個人への利益提供や公序良俗に反するような内容のものを除く）について、陳情文書表

（陳情の要旨及び所管の常任委員会等を記載）を作成し、議会運営委員会において、陳情書

の受理について報告を行う（委員会付託は行わない）。

　市外に住所を有する者から提出されたものについては、議長まで供覧後、必要に応じて、

所管の委員会へ審査の参考として送付する。

　陳情文書表に記載された陳情書については、各所管の常任委員会で内容について検討し、

回答できるものについては回答案をまとめ、議長決裁を経て陳情者へ回答する。採択･不採

択の採決は行わない。
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４．専決処分事項の指定、条例で定める議決事件等について

（１）地方自治法第１８０条第１項関係

（平成25年3月1日　条例第１号）

　市長の専決処分事項に関する条例

　（目的）

第１条　この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

　り、議会の権限に属する軽易な事項で、市長において専決処分にすることができる事項を

　特に指定することを目的とする。

　（専決処分事項）

第２条　市長において専決処分にすることができる事項は、次に掲げるとおりとする。

　(1)　１件１００万円（交通事故に係るものにあっては、自動車損害賠償保障法（昭和３０

　　年法律第９７号）の規定の適用を受ける保険金額の最高額）以下の法律上市の義務に属

    する損害賠償の額を定めること。

　(2)　家賃滞納者に対する市営住宅（改良住宅、特定公共賃貸住宅及び高齢者向け公共賃貸

　　住宅を含む。以下この号において同じ。）の明渡し及び滞納家賃等の支払いの請求並び

    に不法占拠者に対する市営住宅の明渡し及び損害金の支払いの請求に係る訴えの提起、

    和解及び調停に関すること。

　(3)　その目的の価額が１件１００万円以下の訴え（財産権上の請求でない請求に係る訴え

　　及び財産権上の請求に係る訴えで訴訟の目的の価額を算定することが極めて困難なもの

　　並びに前号に定める訴えを除く。）の提起に関すること。

　(4)　その目的の価額が１件１００万円以下の和解及び調停（費用負担を伴わない和解及び

　　調停を含み、市が提起した訴え（前号に定める訴えを除く。）についてする訴訟上の

　　和解並びに第２号に定める和解及び調停を除く。）に関すること。

　(5)　議会の議決を経て締結した工事又は製造の請負契約について、議決を経た契約金額の

　　１０分の１の額（その額が１,５００万円を超えるときは、１,５００万円）以内の金額

　　に係る変更契約（契約金額以外の議決項目をあわせて変更する契約を除く。）の締結を

　　すること。

　　附　則

　（施行期日）

１　この条例は、平成２５年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　この条例の施行前に議会の議決に付した事件については、第２条の規定は、適用しない。

    附　則（令和３年３月８日条例第３１号）

    この条例は、令和３年４月１日から施行する。
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（２）地方自治法第９６条第１項第５号、第８号関係

（平成17年2月13日　条例第64号）

　議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

　（趣旨）

第１条　議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関しては、この条例の定める

　ところによる。

（議会の議決に付すべき契約）

第２条　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号の規定により議会の

　議決に付さなければならない契約は、予定価格１億５,０００万円以上の工事又は製造の

　請負とする。

（議会の議決に付すべき財産の取得又は処分）

第３条　地方自治法第９６条第１項第８号の規定により議会の議決に付さなければならない

　財産の取得又は処分は､予定価格２,０００万円以上の不動産若しくは動産の買入れ若しく

　は売払い（土地については１件５,０００平方メートル以上のものに係るものに限る｡）又

　は不動産の信託の受益権の買入れ若しくは売払いとする。

　　附　則

この条例は、公布の日から施行する。

（３）地方自治法第９６条第２項関係

（平成24年3月7日　条例第3号）

　地方自治法第９６条第２項の規定による議会の議決すべき事件を定める条例

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第２項の規定による議会の議決すべき事

件は、他の条例に定めるもののほか、次のとおりとする。

（１）市における総合的かつ計画的な行政の運営を図るための基本的な構想と基本計画とで

　　構成される計画の策定、変更又は廃止に関すること（次に掲げる事項を除く）

　　ア　関連個別計画の追加及び削除並びに名称の変更

　　イ　用語や名称などの形式的な変更

（２）市民憲章の制定、変更又は廃止に関すること

（３）姉妹都市又は友好都市の提携に関すること

（４）定住自立圏構想推進要綱（平成２０年１２月２６日付け総行応第３９号総務事務次官

　　通知）に基づく定住自立圏形成方針の策定、変更又は廃止に関すること

（５）連携中枢都市圏構想推進要綱(平成２６年８月２５日付け総行市第２００号総務省自

　　治行政局長通知)に基づく連携中枢都市圏形成方針の策定、変更又は廃止に関すること

　　附　則

この条例は、平成２４年４月１日から施行する。

　　附　則(平成２７年９月３０日条例第５８号)

この条例は、公布の日から施行する。

　　附　則(令和６年１２月２０日条例第８６号)

この条例は、公布の日から施行する。

※　この他にも、議会の議決すべき事件については、「下関市名誉市民条例」（平成１７年
　６月２９日　条例第３４４号）の第２条において「名誉市民は、市長が市議会の同意を得
　て選定する。」と規定されている。
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５．議会の活動状況（令和７年）

キッズルーム使用　３人 　難聴者支援システム貸出　０台

○ 第１回定例会 ◇ 第１回臨時会
〔補正予算・一般議案〕

2 月 ・提案説明/質疑/委員会付託 4 月

〔新年度予算〕 ・総務委員会

・提案説明 ・文教厚生委員会

8 土

9 日

10 月 ・自宅審査

11 火 （建国記念日） 　議案配付日：4月10日(木)　　議運：4月14日(月)

12 水 ・個人質問

13 木 ・個人質問 ◇ 第２回臨時会
14 金

15 土 5 月

16 日 ・経済委員会

・個人質問 ・建設消防委員会

〔新年度予算〕 ・総務委員会

・委員会付託

　議案配付日：5月2日(金)　　議運：5月7日(水)

○ 第２回定例会
〔一般議案〕

6 月 ・提案説明/質疑/委員会付託

22 土 〔補正予算〕

23 日 （天皇誕生日） ・市長施政方針/提案説明

24 月 （振替休日） 7 土

8 日

9 月 ・自宅審査

26 水 ・文教厚生委員会

27 木

・各常任委員長審査結果報告

・表決等

・議長の選挙

　議案配付日：1月31日(金)　　議運：2月3日(月)

14 土

15 日

（２）本会議及び常任・特別委員会日程（定例会・臨時会）　※閉会中を除く

・建設消防委員会

・各常任委員長審査結果報告

・表決等

本　会　議

本　会　議

・文教厚生委員会

・総務委員会 ・各常任委員長審査結果報告

・文教厚生委員会 ・表決等

・経済委員会 特別委員会 ・下関海峡エリアビジョン調査

・建設消防委員会

・総務委員会

・文教厚生委員会

・経済委員会

・建設消防委員会

・経済委員会（現地視察）

・建設消防委員会

常任委員会 ・代表質問（関連質問）

特別委員会 ・下関海峡エリアビジョン調査 　1.みらい下関

　2.創世下関

・代表質問

議　　　運 ・正副議長の辞任願等 　3.公明党市議団

　4.日本共産党下関市議団

・副議長の選挙 　5.市民連合

常任委員会 〔補正予算〕

議　　　運 ・委員会付託

特別委員会 ・総務委員会

議会広報部会 ・文教厚生委員会

・経済委員会

・建設消防委員会

本　会　議
17 木

本　会　議 ・提案説明/質疑/委員会付託

7 金

常任委員会

休　　　会 18 金 本　会　議

休　　　会
12 月

本　会　議 ・提案説明/質疑/委員会付託

常任委員会

17 月 本　会　議
13 火 常任委員会

18 火 常任委員会
14 水

本　会　議

19 水 常任委員会

20 木 常任委員会

21 金 常任委員会

6 金 本　会　議

休　　　会

休　　　会
25 火 常任委員会

10 火 本　会　議

本　会　議

11 水 本　会　議本　会　議

・正副委員長等の互選

12 木 常任委員会

13 金 常任委員会

休　　　会

28 金

会期日数 本会議日数 傍聴者数

22 5 2 21 36

25 8 4 26 60

30 7 26 73

16 7 2 4 29 79

2 2 1

3 2 0

98 31 0 2 10 102 249

（１）本会議開催状況

質疑/一般質問 会議時間

第１回定例会  15 時間  39 分

第２回定例会  26 時間  05 分

第３回定例会  21 時間  36 分

第４回定例会  22 時間  48 分

第１回臨時会     　　  20 分

第２回臨時会           26 分

合　　計 0  86 時間  54 分

※　質疑/一般質問欄の数字は、左から〔議案・諮問質疑〕〔意見書・決議案に対する質疑〕〔委員長報告に対する質疑〕
〔討論〕〔個人質問・一般質問〕の人数である。
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6 月 9 月

23 火 （秋分の日）

25 木

26 金

27 土

21 土 28 日

22 日

・文教厚生委員会 ・表決等

　議案配付日：8月25日(月)　　議運：8月26日(火)

26 木 ・総務委員会（現地視察） ○ 第４回定例会
27 金

28 土 12 月

29 日

・文教厚生委員会

・表決等

　議案配付日：5月30日(金)　　議運：6月2日(月)

・総務委員会

○ 第３回定例会
・提案説明/質疑/委員会付託 6 土

9 月 7 日

　設置

9 火 ・整理日

13 土

6 土 　 14 日

7 日

・表決等

・下関海峡エリアビジョン調査

　議案配付日：11月25日(火)　　議運：11月28日(金)

12 金 ・整理日

13 土

14 日

15 月 （敬老の日）

20 土

21 日

・総務委員会

・文教厚生委員会

・経済委員会 ・総務委員会

・建設消防委員会 ・文教厚生委員会

・経済委員会 休　　　会

・下関海峡エリアビジョン調査

・各常任委員長審査結果報告

・一般･特別会計決算審査特別委員長

　審査結果報告

常任委員会

常任委員会

・総務委員会

・各常任委員長審査結果報告

・経済委員会

・建設消防委員会

・文教厚生委員会

・一般･特別会計決算審査特別委員会

・経済委員会

特別委員会 ・正副委員長の互選 ・建設消防委員会

・総務委員会 休　　　会

・文教厚生委員会(企業会計決算審査)

・経済委員会(企業会計決算審査)

・建設消防委員会

・総務委員会

・文教厚生委員会

・経済委員会

・建設消防委員会(企業会計決算審査)

・各常任委員長審査結果報告

特別委員会

・経済委員会

（市出資法人調査・現地視察）

・文教厚生委員会

（市出資法人調査・現地視察）

・経済委員会

・建設消防委員会

16 月 常任委員会

22 月

本　会　議 ・一般質問

17 火 常任委員会 常任委員会

18 水 連合審査会

24 水 本　会　議 ・一般質問

19 木 本　会　議 ・一般質問

休　　　会20 金 本　会　議 ・一般質問

休　　　会

29 月 本　会　議 ・一般質問

23 月 本　会　議 ・一般質問

30 火 本　会　議
24 火

本　会　議 ・一般質問

25 水 本　会　議 ・一般質問

休　　　会
2 火 本　会　議 ・提案説明/質疑/委員会付託

3 水 常任委員会

30 月 本　会　議

4 木 常任委員会

5 金 常任委員会

1 月
本　会　議

休　　　会

8 月 常任委員会

2 火 常任委員会

10 水 本　会　議 ・一般質問

3 水 常任委員会

11 木 本　会　議 ・一般質問

4 木 常任委員会

12 金 本　会　議 ・一般質問

5 金 常任委員会

休　　　会

休　　　会

15 月 本　会　議 ・一般質問

8 月 特別委員会 ・一般・特別会計決算審査

16 火 本　会　議 ・一般質問

9 火 特別委員会 ・一般・特別会計決算審査

17 水
本　会　議

10 水 特別委員会 ・一般・特別会計決算審査

11 木 特別委員会 ・一般・特別会計決算審査

休　　　会

16 火 常任委員会

17 水 常任委員会

18 木 本　会　議 ・一般質問

19 金

本　会　議 ・一般質問

常任委員会

休　　　会
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（３）市議会付議並びに議決事件数

条　例 予　算 決　算
96条第1項
4号～14号 専決処分 その他 請　願 計

     80      54      93      11     238 
(1) (1)

      - 
(0)

認　定      19      19 
承　認       2       2 
同　意       5       5 

容認妥当       - 
採　択       - 
不採択       2       2 

継続審査       - 
取り下げ       - 
審議未了       - 
撤　回       - 

棄却が妥当

     80      54      19      93       2      16       2     266 
(1) (1)

※（　）内は議員及び委員会提出議案数で内数

意見書 第１号

結　果

可　決

1)議案・諮問・請願等

2)意見書・決議

核兵器禁止条約第３回締約国会議にオ
ブザーバー参加を求める意見書

(第1回定例会)R7.2.28否決

3）議員及び委員会提出議案の審議結果

区　　分 件　　　　　　名 議決年月日

第１回定例会
下関市議会の個人情報の保護に関する
条例の一部を改正する条例

令和7年2月28日

可  決

否　決

計

22



（４）委員会等開催状況

会期中 閉会中 計

12 3 15 4

12 5 17 1

14 1 15 2

12 3 15 9

50 12 62 16

10 10 20 0

3 3 6 0

6 0 6 0

9 3 12 0

協議の場 4 12 16 0

73 37 110 16

（５）参考人招致の事例

委員会名 年月日 人数

（６）インターネット中継アクセス件数

委　員　会　開　催　回　数

総　　　　　務

経　　　　　済

文　教　厚　生

建　設　消　防

小　　　　　計

議　会　運　営　委　員　会

下関海峡エリアビジョン調査

一般・特別会計決算審査

小　　　　　計

議　会　広　報

合　　　　　　　計

※　管外行政視察日数は除く

件　名　等

 法人の経営状況を説明する書類の調査について

 ・公益財団法人 下関市文化振興財団

 法人の経営状況を説明する書類の調査について

 ・地方独立行政法人 下関市立市民病院

 法人の経営状況を説明する書類の調査について

 ・一般財団法人 下関市公営施設管理公社

 ・公立大学法人 下関市立大学

 法人の経営状況を説明する書類の調査について

 ・一般財団法人 豊浦産業振興事業団

 ・株式会社 海響みらい電力

委　　員　　会　　名 傍聴

常任委員会

特別委員会

経　　済 R7.9.16 7

文教厚生 R7.9.17 3

総　　務 R7.10.2 8

経　　済 R7.10.24 8

※令和６年９月から　ライブ中継に字幕表示を追加

（件）
ライブ 録画

令和４年 38,499 15,070 

令和５年 43,626 18,483 

令和６年 53,349 19,531 

令和７年 55,195 24,745 
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６．議会改革の取り組み 

 

○平成１７年 

①政務調査費に係る収支報告書への領収書の添付義務付け（平成１７年度分から） 

（議員提案により条例改正） 

②本会議、委員会でのクールビズ(６月から９月まで)の実施 

 

○平成１９年 

①正副議長選挙における立候補制の採用 

　正副議長の申し合わせの任期は議長２年、副議長１年としている。 

【選挙までの流れ】 

　正副議長に立候補しようとするものは議員２名の推薦人を付けた「立候補届」を選挙日

の当日９時までに提出し、議会運営委員会で立候補者の確認をする。 

　所信表明は議場で開催する全員協議会で、届け出順に５分程度行う。（市民の傍聴、テレ

ビモニターによる放映及びインターネット中継を認める） 

　立候補に当たっての所信表明は議長候補についてのみ行うこととする。 

※平成２１年の議長選挙時は立候補者の所信表明は行わないこととしたが、平成２３年及

び平成２７年の議長選挙時（いずれも改選後）は、所信表明を行った。（なお、「立候補届」

の締切は選挙日の前日正午） 

②委員会記録のインターネット公開 

　平成１３年５月に開始したインターネット上での本会議の会議録公開に、常任委員会及

び特別委員会の委員会記録（合併後の記録）を追加した。 

③政務調査費の使途基準の作成 

　各会派会長会議において、議員報酬、政務調査費、一般調査視察旅費等について、見直

しを検討する中で、政務調査費の使途基準を申し合わせるとともに、「政務調査費の手引き」

を作成し配布した。 

④新年度予算の審査における個人質問の導入 

【導入の経緯】 

　旧下関市では、新年度予算に対する会派代表質問を行った後に、全議員で構成する予算

審査特別委員会を設置し、新年度予算案を付託、３日間にわたる概括質疑を行った後、各

常任委員会を単位とする分科会を設け、さらに詳細に審査を行っていた。しかし、合併に

伴い議員数が１０４人（在任特例）となったため、在任特例の期間中は特別委員会を設置

せず各常任委員会に分割付託することとし、改選後に新年度予算の審査方法を再検討する

こととした。 

　改選後の議会運営委員会で協議した結果、在任特例期間中と同様に各常任委員会に分割

付託するが、新年度予算に対する会派代表質問の後に個人質問を新たに導入することとし

た。 
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【質問の方法等】 

 

○平成２０年 

①決算の審査方法の改善 

②人事案件における所信表明 

　　　議会の同意を要する特別職のうち、副市長、監査委員（議会選出を除く）、教育委員会委

員については、再任の場合を除き人事議案の上程される議会の会期中に、全員協議会を開

催し、事前に候補者本人の所信を聞くこととした。 

③委員会開催通知等のメール配信 

　　　これまで、郵送により通知をしていた委員会の開催通知等の連絡文書については、携帯

電話、若しくはパソコンへのメールにより通知する（従来通りの方法を希望する議員を除

く）こととした。 

 

 

 
項目 平成１９年、平成２５年～ 平成２０年～平成２４年

 
通告内容

予算費目等（一般会計においては款･項･目の番号、特別会計及び企業会

計においては会計名）、件名又は事務・事業名及び要旨

 

発言順序
平成１９年……通告順 

平成２５年～…抽選順

　一般会計は各款の項ごとに、特別

会計･企業会計は会計ごとに、それぞ

れ通告順に質問を行う

 

質問時間 答弁を含め４０分

　平成２０年……なし 

　平成２１年～…質問項目（各会計

ごと、但し一般会計は項ごと）につ

き答弁を含め１０分間を目安

 
質問回数

一問一答方式とし回数の制限はし

ない。

　質問項目（各会計ごと、但し一般

会計は項ごと）につき３回まで

 
質問場所 質問席 　自　席

 

発言内容 

の制限等

１．予算に関連しない質問は差し控えることとする。 

２．自己の所属する委員会の所管事項については質問を差し控えることと

する（ただし通告した質問に関連し、所管部分に触れる質問をするこ

とまでは制限しない） 

３．また、代表質問を行う議員は個人質問を差し控えることとする。

 変　　更　　前 変　　更　　後

 
1.議案の提出方法

一般･特別会計を１つの議案とし
て提出

当初予算と同様、会計ごとに、そ
れぞれ独立した議案として提出

 2.議案の提出及び 
審査時期

９月定例会に上程し、閉会中に審
査

９月定例会の会期中に上程・審査

 
3.議案の付託先

一般・特別会計と企業会計の２つ
の決算審査特別委員会を設置し
付託

一般･特別会計は特別委員会を設
置し付託、企業会計は常任委員会
に付託
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○平成２１年 

①議会改革に関する調査特別委員会の設置 

　本市議会の議員の定数、政務調査費、報酬、費用弁償等のあり方を調査するため、２月定例

会で設置、１０回の委員会開催を経て、１２月定例会で、特別委員長が下記内容の調査結果を

報告した。 

・議員定数の見直し　４人減（３８人→３４人） 

･･･平成２２年３月定例会で条例改正、平成２３年２月１３日より適用 

・政務調査費は現状維持（ただし、使途等細部について別な協議の場で検討すべし） 

・報酬は意見集約できず。（現行の５段階の報酬を３段階にとの意見があったがまとまらず。） 

・費用弁償の見直し　　　　　･･･平成２２年１２月定例会で条例改正、平成２３年２月１３日より適用 

　自宅から議事堂までの往復の距離に１㎞当たり３７円を乗じた車賃に駐車料８００円を

加算した額（見直し前は距離に応じ４千円、５千円、６千円の３段階）【現在Ｐ40 参照】 

…駐車料８００円は平成２７年１０月１３日、本庁舎立体駐車場共用開始により削除 

②農業委員会委員の候補者の見直し 

　議会の推薦する農業委員会委員４名のうち、１名を女性農業者から選出することとした。（従

来は、４名とも議員の中から推薦） 

　なお、平成２３年改選時から、２名を女性農業者から選出することとした。 

 

○平成２２年 

①議長交際費のホームページ等への公表 

　平成２２年４月１日以降に支出した議長交際費を下関市ホームページで確認できるほか、市

政情報閲覧コーナー（市役所本庁舎本館１階ロビー）や議会事務局で閲覧できるようにした。 

○平成２３年 

①市議会ホームページの充実 

　市議会ホームページのトップページを全面リニューアルするとともに、キッズページ、議会

刊行物、可決した意見書・決議、委員会視察の報告等のコンテンツを追加した。 

②委員会記録の積極的な公開 

　平成２３年以降の委員会記録については、別に閲覧用の記録を作成し議会図書室で自由に閲

覧できるようにした。 

　また、情報公開条例に基づく平成２２年以前の委員会記録の公開請求に対しては、事務手続

き等の見直しにより、原則、即日対応（閲覧・写しの交付）することとした。 

○平成２４年 

①下関市議会基本条例及び下関市議員政治倫理条例の制定 

　・下関市議会基本条例 

　本市議会が取り組んできた議会改革をさらに進化させ、住民自治の時代にふさわしい地方議

会のあり方を探り、市民に開かれた議会、市民とともに歩む議会を確立するため、議会基本条

例の立案を目指すことを目的に「議会基本条例立案に関する調査特別委員会」を平成２３年３

月２８日に設置した。 
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　６月からは、ほぼ委員のみで毎月委員会を開催して協議を重ね、条例素案を基にパブリック

コメントや市民説明会での意見を取り入れ、平成２４年第１回定例会（３月５日）において賛

成多数で可決し、４月１日から施行した。 

　制定に伴い、平成２４年４月から以下のことを実施することとした。 

＜委員会の原則公開＞ 

　市民に開かれた議会運営を行うため、地方自治法で公開が定められた本会議に加え、平成２

４年４月より、常任委員会、特別委員会、議会運営委員会も原則として公開することとした。

具体的には、以下のとおり。 

・委員会室での直接傍聴を可能とする（※人数制限

あり） 

・委員会のインターネットによるライブ、録画中継

配信を開始。 

（※同時に複数の委員会が開催される場合には、放

送設備のある１委員会のみの配信。） 

＜議会広報の充実＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜委員会放映の様子＞ 

　従来の「議会だより」に加え、年４回（６月、９月、１２月、３月）、一般質問や代表質問の

特集を新たに行い、議会広報を充実させることとした。 

＜市民と議会のつどいの実施＞ 

　市政のいろいろな課題に柔軟に対応するため、市政全般にわたって、議員と市民が情報や意

見を交換できるよう「市民と議会のつどい」を行うこととした。また出席者に対し、アンケー

トを実施し、議会報告会、市議会、市政運営に対する感想や意見を記載していただき、回答を

ホームページで公開するほか、支所等の窓口でも縦覧に供している。 

＜議員研修会の開催＞ 

　議員の政策立案能力などの資質向上のため、年１回以上の議員研修会を実施することとした。 
　また、本条例の制定に合わせて、議員の政治倫理に関し、必要な事項を定めた「下関市議員

政治倫理条例」を制定した。（平成２４年第１回定例会　３．５可決、４．１施行） 
・下関市議員政治倫理条例 

　下関市議会基本条例第１９条第２項の規定に基づき、議員の政治倫理の確立を図り、市民に

信頼される公正で開かれた民主的な市政の運営に貢献することを目的として、議員が果たさな

ければならない最低限の責務について規定している。また、議員が遵守事項に違反している疑

いがあると認められる場合、市民や他の議員が調査を請求できる手続きも規定している。 

②議案等に対する各議員の賛否の状況の公開 

　平成２４年第１回定例会分から、各定例会・臨時会における議員の個人の各議案に対する賛

否等の状況をホームページに掲載することとした。 

③委員会記録のインターネット公開（議会運営委員会） 

　インターネットで本会議録及び委員会会議録（常任・特別）を公開しているが、これに議会

運営委員会の委員会記録を新たに追加した。（平成２４年４月～） 

　④議案のホームページ上での公開 

　平成２４年第４回定例会から、開会前の議運終了後、市議会ホームページで議案のＰＤＦデ
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ータを公開することとした。 

　⑤議会開催日程等の広報媒体の拡大 

　平成２４年第１回定例会分から、本会議の開催日程等について、従前の市報及びホームペー

ジでの告知に加え、ＮＨＫ地上波デジタルのデータ放送（平成２６年９月まで）、市役所前の太

陽光発電インフォメーションシステム及びコミュニティ情報プラザＬＥＤ情報掲示板（ＪＲ川

棚温泉駅前）においても広報することとした。 

○平成２５年 

①政務調査費収支報告書及び「政務活動費の手引き」のホームページへの公表 

　平成２４年度の政務調査費収支報告書（領収書を除く）を下関市ホームページで確認できる

ようにした。また、政務活動費の使用に関し、必要な事項を定めた「政務活動費の手引き」を

市議会ホームページでも公開することとした。 

　②代表質問の見直しと関連質問の開始 

　下関市議会基本条例において、「代表質問の初回質問を除き一問一答の方式」と定めたことか

ら、一括質問・一括答弁としていた代表質問の見直しをすることとし、各会派の持ち時間につ

いても協議を行った。従来は、会派の所属人数の多寡にかかわらず一律で１２０分としていた

が、国会等を参考に、大会派と小会派とで質問時間を変えることとした。 

具体的には、代表質問の合計時間である７２０分（各会派の持ち時間１２０分×６会派）を、

議員数３４人で割った時間が２１分であることを基礎に協議を行い、1人あたり２０分×会派

人数（会派人数が５人を超える場合、６人目から１人あたり１０分を加算。）により、各会派の

代表質問の持ち時間（答弁を含む）を算出することとした。さらに、質問形式の拡充のため、

各会派の持ち時間の範囲内で関連質問ができることとした。 

◯平成２６年 

　①議会の本庁舎新館移転（２月）に伴う、傍聴者用設備の新設・追加 

・傍聴者用ディスプレイ 

議場の傍聴席からは、質問席に立つ議員の後ろ姿しか見えないため、傍聴席付近にライブ

中継等の映像を映す傍聴者用ディスプレイを２台設置。 

傍聴者用ディスプレイ　難聴者支援設備(送信機)　キッズルーム　 

 

・車いす専用スペース　　車いす利用者専用スペース（２台分）を設置。 
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・キッズルーム　　　子ども連れの方が利用できるキッズルームを新設。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・難聴者支援設備　　議場内に、難聴者のための支援設備を設置。 

 

 

 

 

 

 

 

②インターネットライブ・録画中継の拡充 

・旧議会棟では、RealPlayer により、本会議と放

映設備のある委員会室で行われる委員会のみライ

ブ及び録画中継を行っていたが、議会の本庁舎新

館移転（２月）に伴い、複数の常任委員会が同時開

催される場合を含め、原則としてすべての本会議

及び委員会のライブ及び録画中継を行うこととし

た。あわせて、市民からの要望があったことも踏ま

え、普及が著しいスマートフォンやタブレット端

末で視聴できるように、Ｕｓｔｒｅａｍによるラ

イブ中継やＹｏｕＴｕｂｅによる録画中継を行う

こととした。（再生件数等についてはＰ２３を参照） 

 

　※Ustream 及び YouTube の安定稼動が認められ

るため、RealPlayer は平成 28年 3 月 31 日をもって廃止（平成 27 年 12 月 3 日　会派会長

会議にて報告） 

　※視聴環境の改善のため中継方法を Ustream から YouTubeLive に変更(平成 28年 12月 5日) 

③委員会の議事日程案のホームページ上での事前公開 

・平成２６年第１回定例会から、会期中の委員会については、委員会の審査等の日程案を各委

員へ通知後、市議会ホームページで日程案を事前公開することとした。 

④一般質問の質問順位等のホームページ上での事前公開 

・平成２６年第１回定例会から、一般質問の質問順位については議会運営委員会で確認後に、

また質問の要旨については、一般質問の初日の前日に、それぞれ市議会ホームページ上で公開

することとした。また、代表質問、関連質問及び個人質問についても同様に公開することとし

た。  

　⑤電子表決システムの導入 

・議会の本庁舎新館移転（２月）に伴い電子表決システムを導入し、平成２６年第１回定例会

から使用開始した。（従前の起立表決に代わるものとしての位置付け） 

　また、これに伴い、会議録にも、議案等に対する各議員の賛否等の状況を掲載することとし

た。 

＜キッズルームの内部＞ ＜難聴者支援設備(受信機)＞
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◯平成２７年 

　①下関市議員政治倫理条例の改定 

　市との契約に関して制限を受ける親族等の範囲を拡げるとともに、その制限を自粛から辞退

にと、より厳しい内容に変更することとした。（平成３１年２月１３日改選から） 

　②常任委員会所管事項の見直し 

　各常任委員会における審査時間の平準化を図るため、所管事項の見直しを行った。 

 

◯平成２８年 

　①インターネットライブ中継方法の変更 

　Ustream は全面広告等により映像を見ることができないことがあるため、ライブ中継を

YouTubeLive に変更した。（１２月５日から） 

　②所管事務調査結果報告の実施 

委員会の所管事務調査について、その内容を本会議で報告すべしと委員会で議決した場合、

この議決に基づき委員長から議長に、本会議において報告したい旨とその要旨を所定の様式に

より申し出ることとした。 

 

◯平成２９年 

①領収書を含めた政務活動費収支報告書のホームページへの公表 

　　　平成２８年度分の政務活動費から、領収書等を含めた収支報告書をホームページで確認でき

るようにした。 

②タブレット端末等の持ち込み及び使用に係る試行の開始 

　　１２月定例会より、タブレット端末等（タブレット端末、ノートパソコン及びこれらに代替

する機能を有するスマートフォン等の携帯端末）の本会議及び委員会等への持ち込み及び使用

に係る試行を開始することとした。 

　　　なお、議員のタブレット端末及び通信費等については政務活動費の使用も可とした。 

　　　また、１２月定例会より、会議資料等の電子データを各議員及び議会事務局で共有するため、

無料のクラウドサービス（DropBox）を利用しての試行を開始することとした。 

　③委員会資料の電子化 

　　　１２月定例会より、全ての委員会において、資料を電子化した。（冊子等を除く） 

 

参加

反対

＜議場壁面ディスプレイ＞ ＜表決ボタン＞
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◯平成３０年 

①質問通告書の電子メール提出 

　　　３月定例会より、各種質問の通告書を電子メールで提出できるようにした。 

②ホームページ掲載の議会日程等をカレンダー形式に変更 

　　　議会日程等について、Google カレンダーを利用した表示形式に改めるとともに、議員個人の

タブレット端末等にも連動させ、スケジュールの確認ができるようにした。 

③市出資法人の経営状況に係る調査について 

　　　地方自治法第２２１条第３項に規定する法人（以下「出資法人」という。）の調査について、

平成２９年までは特別委員会を設置して調査を行っていたが、平成３０年は試行的に、特別委

員会を設けず、必要に応じて、所管の常任委員会で調査を行った。（※令和元年、令和２年は特

別委員会を設置して調査を行った） 

④「市民と議会のつどい」のあり方の検討 

　　　下関市議会基本条例に基づく「市民と議会のつどい」について、平成３０年度は従来の方法

から、試行的に、各常任委員会で開催する方法に変更するとともに、開催内容を「委員会の活

動方針」に即した各種団体との意見交換とすることとした。 

⑤下関市議会業務継続計画（ＢＣＰ）の策定 

　　　６月定例会最終日（Ｈ30.6．22）において、大規模災害等の緊急の事態が発生した際の、市

議会の対応について必要な事項等の調査を行い、もって被害の拡大防止及び議会機能の早期回

復を図ることを目的に、下関市議会業務継続計画（ＢＣＰ）調査特別委員会を設置した。 

　　　本特別委員会では、議員研修会（演題：「自治体の防災対策と災害時における議会、議員の役

割」、講師：跡見学園女子大学 鍵屋一教授）や、先進市議会視察（神奈川県横浜市、横須賀市）

を行うとともに、閉会中を中心に調査、研究を行い、１２月定例会の初日に委員長から調査結

果を報告。これを受け、議長決裁により下関市議会業務継続計画（ＢＣＰ）を策定した。 

⑥タブレット端末等の持ち込み及び使用の開始 

　　　９月定例会より、タブレット端末等（タブレット端末、ノートパソコン及びこれらに代替す

る機能を有するスマートフォン等の携帯端末）の本会議及び委員会等への持ち込み及び使用を

開始するとともに、会議資料等の電子データを各議員及び議会事務局で共有するため、有料の

会議用システム（SideBooks）の利用を開始。なお、利用開始に先立ち、９月定例会初日（８月

２８日）に、下関市議会会議用システム及び端末機使用基準を定め、同日施行した。 

⑦タブレット端末を利用した一般質問の試行を開始 

　　　９月定例会より、会議用システム（SideBooks）に格納した電子データを議場内ディスプレイ

に表示させて質問を行うため、質問席でのタブレット端末の使用を試行的に開始。（各会派１

名以内とし、計３名の議員が使用。）なお、使用するデータは議場壁面にある６５インチのディ

スプレイ（出入口側、奥側の２カ所）に表示することとした。 
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◯平成３１年・令和元年 

　①会議用システム（SideBooks）の有効活用 

　　　議員を対象とした各種研修案内等については、従来、紙資料での配付を行っていたが、会議

用システム（SideBooks）を活用することで、ペーパーレス化を図ることとした。なお、下関市

議会業務継続計画（ＢＣＰ）の関係等、議員に周知すべき資料も同様の取り扱いとすることと

した。 

　②タブレット端末を利用した一般質問の試行を継続 

　　　６月定例会より、タブレット端末を利用した一般質問の試行を継続しつつ、全議員へ使用の

対象範囲を拡大することとした（使用者は１０名）。また、タブレット端末を利用して議場壁面

にある６５インチのディスプレイに表示されたデータを、議場内カメラで間接的に撮影する形

で、インターネット（ライブ及び録画）放映することとした。 

　③下関市議会業務継続計画（ＢＣＰ）に基づく研修を実施 

９月定例会中の９月２日（火）本会議終了後に、災害時の安否確認の手段として、「災害用伝

言ダイヤル（１７１）」の体験や仕組み等について、また９月２５日（水）本会議終了後に、全

議員を対象として、ＢＣＰの流れや考え方について、いずれも、議会運営委員会主催により、

全議員を対象に研修を実施した。 

　④副議長の申し合わせの任期を１年から２年に延長 

　　　１２月３日の各会派会長会議において、副議長の任期について、申し合わせの任期を１年か

ら、２年に変更し、１２月１３日の議会運営委員会で報告した。 

 

◯令和２年 

　①下関市議会業務継続計画（ＢＣＰ）に基づく安否確認訓練を実施 

　　　３月定例会において、全議員のスマートフォン等に、双方向アプリケーション「ＬＩＮＥＷ

ＯＲＫＳ」を導入するとともに、９月の防災週間を機に、全議員を対象とした安否確認の操作

訓練を行った。 

　②一般質問等に係るＰＤＦデータの執行部への提供 

９月定例会より、一般質問等において議員がタブレット端末を使用して議場内ディスプレイ

に表示しているＰＤＦデータを、あらかじめ執行部へ提供することとした。 

　③一般質問等におけるタブレット端末使用に係る取扱要綱の制定 

　　　試行していたタブレット端末を使用した一般質問等について、本格運用するにあたり「一般

質問等におけるタブレット端末使用に係る取扱要綱」を制定した。（施行は令和３年１月１日） 

　④議員の通称使用についての取り扱いを追加 

　　　議員の氏名は本名を用いることが原則であるが、議長の許可により、その任期中、本名に代

えて通称（公職選挙法上の通称）を使用できることとした。また、通称で当選した議員につい

ては、議長の許可によらず、使用できるものとした。 
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〇令和３年 

　①本会議や委員会の欠席事由の明確化 

　　　女性をはじめとする多様な人材の市議会への参画を促進する環境整備を図る観点から、住民

が議員として活動するに当たっての制約要因の解消に資するため、下関市議会会議規則に、本

会議や委員会の欠席事由として、これまで「傷病、出産その他の事故」と規定していたものを、

「疾病、育児、看護、介護、配偶者の出産補助その他のやむを得ない事由」と改め、より明確

化した。また、出産のために出席できない期間の上限として、産前８週から産後８週と新たに

規定した。（令和３年７月５日施行） 

　②請願に係る署名押印の見直し 

　　　下関市議会会議規則に、請願書の提出要件として、これまで請願者に提出時に求めていた署

名押印を、署名または記名押印に改め、併せて請願者が法人の場合についても同様とした。（令

和３年７月５日施行） 

 

〇令和４年 

　①インターネットライブ中継及び録画中継の方法の変更 

Youtube は不具合が発生したときに業者（Youtube 側）に対応を求めることができないため、

Youtube によるライブ中継及び録画中継を取りやめ、令和４年第１回定例会から業者のサーバ

ーを利用したライブ中継及び録画中継に変更した。 

②議員定数等の見直しについて協議 

　　　下関市特別職報酬等審議会の答申において、議会自ら定数の適正化等の議論を行うことが求

められたことから、令和３年第２回定例会最終日である６月３０日に「下関市議会議員定数等

調査特別委員会」を設置し、議員定数（３４名）の在り方、議会改革、広報機能の充実等につ

いて協議を行い、当特別委員会としての方向性を示すために、採決を行い、現状維持４人、定

数削減５人との結果が示されたことから、この結果を受けて、令和４年第１回定例会の最終日

である３月２３日に、定数を現行の３４人から２人減らし、３２人とすべきとする調査結果報

告がなされた。 

その後、令和４年５月６日に開催された、５月臨時会開催に係る議会運営委員会において、

議員定数を削減する条例改正案が提案されたが、ここでは、賛成少数により否決。同日、９名

の議員により「下関市議会議員定数条例の一部を改正する条例」が提案され、５月１３日の臨

時会最終日に、採決の結果、賛成少数により否決された。 

　③一般質問における持ち時間の変更 

　　　議員定数等調査特別委員会に係る議会改革の一環として、一般質問の持ち時間を、６０分か

ら５０分に変更した。（令和４年６月定例会より実施） 
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〇令和５年 

　①下関市議員政治倫理条例の改正 

令和４年地方自治法一部改正等に対応し、兼業の報告の対象等を改めるとともに、市との請

負状況等の報告義務を定めることで、議員の説明責任の強化を図った。（令和６年４月１日施

行） 

　②議員定数の見直し 

令和４年に引き続き、議会運営委員会において議員定数の見直しについて協議を行った。 

１２月５日に開催された議会運営委員会において、議員定数を２名削減することについて、

賛成多数により可決された。その後、第４回定例会最終日の１２月２０日に、賛成議員による

議員提出議案として、「下関市議会議員定数条例の一部を改正する条例」が提案され、採決の結

果、賛成多数により可決された。 

　③会派の構成要件の見直し 

会派の所属議員数を２人以上とした。なお、交渉権を有する会派（いわゆる交渉団体）につ

いては従来どおり、所属議員数３人以上の会派とした。 

 

〇令和６年 

　①聴覚障害者向け議会傍聴用音声認識表示システムの導入 

ディスプレイを傍聴席に設置し、令和６年第３回定

例会から、議場及び委員会室での発言をリアルタイム

で字幕表示することができるようにした。 

また、ライブ中継においても同様に字幕表示の機能

を追加した。 

　②下関市議会委員会条例及び下関市議会会議規則の改正 

　　　議会に係る手続き等のオンライン化・デジタル化を

図るため、下関市議会委員会条例及び下関市議会会議

規則の改正を行った。（令和７年４月１日施行） 

 

〇令和７年 

　①副議長の申し合わせの任期を２年から１年に変更 

２月１２日の各会派会長会議において、副議長の申し合わせの任期を次回選挙（令和７年２

月２８日執行）以降より、２年から１年に変更することとした。 

②議会だよりの充実 

市議会の広報機能の強化を図るため、令和７年６月号の議会だよりから、ページ数を８ペー

ジに拡充し、新たに一般質問（個人質問）における質疑の内容や議案等に対する各議員の賛否

の結果を掲載することとした。 

　③ＬｏＧｏチャットの導入 

　　　災害時の緊急連絡用として使用していた「ＬＩＮＥ　ＷＯＲＫＳ」の仕様変更に伴い、その

後継として、ＬＧＷＡＮ回線を利用した自治体専用ビジネスチャットツール「ＬｏＧｏチャッ

ト」を導入することとした。（令和７年５月臨時会から） 

＜議場 字幕表示ディスプレイ＞
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　④陳情書の電子申請受付を開始 

　　　陳情書の提出に係る手続きの利便性の向上を図るため、山口電子申請サービスを利用した陳

情の電子申請受付を開始した。（令和７年１１月２８日運用開始） 

 

〇令和８年 

　①オンラインによる方法を活用した委員会運営に関する要綱の制定 

大規模災害の発生時や重大な感染症のまん延等によって委員が開会場所に参集することが

困難な場合にオンラインによる方法で出席できる「オンライン委員会」の開催について、必要

な事項を定めた要綱を制定した。（令和８年１月１日施行） 

②ＬｏＧｏチャットの運用方法等の検討 

本会議における執行部のメモ入れの代替手段として、執行部説明員の議場内でのＬｏＧｏチ

ャットの使用を認めることとした。（令和８年３月から）　また、議会内での連絡ツールとして、

ＬｏＧｏチャットの運用方法等を検討し、本格運用を開始した。（令和８年４月から） 
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７．市民と議会のつどい　実施状況 

　市政のいろいろな課題に柔軟に対応するため、市政全般にわたって、議員と市民が情報や意

見を交換できるよう、平成２４年から「市民と議会のつどい」を開催している。（平成３０年か

ら試行的に各常任委員会で開催している。） 

　令和２、３年度は新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から開催を見送ったが、令和４年

度は議会運営委員会において、令和５年度以降は各常任委員会の活動方針に沿ったテーマに基

づき、各種団体等の相手方と意見交換を行う形で開催している。 

 

（令和７年） 

 

 

 委員会名 開催日時・場所 相手方 テーマ 参加人数

 

総　　務

令和 7 年 8 月 8 日　 
13 時 30 分～16 時 00 分 
市役所本庁舎 
西棟５階大会議室

下関市立大学学生
よりよい下関市にするために
は（大学生活と定住人口の
増加について）

10 人

 
令和 7 年 10 月 15 日　 
13 時 15 分～16 時 00 分 
下関商業高等学校 講堂

下関商業高等学校生徒
よりよい下関市にするために
は（高校生活と定住人口の
増加について）

12 人

 

経　　済
令和 7 年 8 月 7 日 
10 時 00 分～12 時 00 分 
市議会全員協議会室

（一社）下関観光コンベンシ
ョン協会

下関の観光の現状と今後に
ついて

8 人

 

文教厚生
令和 7 年 8 月 6 日 
13 時 30 分～15 時 30 分 
市議会全員協議会室

学習支援に取り組む「子ども
の居場所」運営団体（７団 
体）

こどもが安心して過ごせる居
場所について～学びの機会
の提供とこどもの健全な成長
に求められるものとは～

8 人

 

建設消防
令和 7 年 8 月 5 日 
13 時 30 分～15 時 00 分 
市議会全員協議会室

造園事業者（８団体）
公園・街路樹の整備、維持
管理等について

8 人
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（令和６年） 

（令和５年） 

 

 委員会名 開催日時・場所 相手方 テーマ 参加人数

 

総　　務
令和 6 年 7 月 10 日　 
13 時 20 分～15 時 00 分 
市議会全員協議会室

下関市土木建築協同組合 入札制度等について 6 人

 

経　　済

令和 6 年 8 月 7 日 
13 時 30 分～15 時 30 分 
豊浦総合支所 
２階中会議室

猟友会（６団体）
狩猟の担い手の確保につい
て

9 人

 

文教厚生
令和 6 年 11 月 11 日 
13 時 30 分～15 時 30 分 
市議会全員協議会室

地域包括支援センター職員

地域包括ケアの取り組みに
ついて～住み慣れた地域で
安心して生活を続けるため
に必要な支援とは～

12 人

 

建設消防
令和 6 年 11 月 12 日 
13 時 55 分～15 時 45 分 
市議会全員協議会室

サンデン交通株式会社、 
ブルーライン交通株式会社、 
下関タクシー協会、 
下関個人タクシー協同組合

持続可能な地方公共交通の
在り方

7 人

 委員会名 開催日時・場所 相手方 テーマ 参加人数

 

総　　務
令和 5 年 11 月 1 日　 
13 時 30 分～16 時 00 分 
市議会全員協議会室

地域おこし協力隊員
地域おこし協力隊の現状と
今後の課題について

７人

 

経　　済
令和 5 年 10 月 2 日 
14 時 00 分～15 時 35 分 
市議会全員協議会室

下関観光ガイドの会　
下関の観光事情について　
～下関観光ガイドの会の取
り組み～

4 人

 

文教厚生
令和 5 年 10 月 4 日 
15 時 00 分～17 時 00 分 
市議会全員協議会室

障害のある子ども、不登校の
子どもなど特別な支援を必
要とする子どもに関する関係
団体（１１団体）

「障害のある子ども、不登校
の子どもなど特別な支援を
必要とする子どもについて 
（今、何が必要で、どのような
支援が求められているの
か）」

14 人

 

建設消防

令和 5 年 8 月 24 日 
10 時 00 分～12 時 00 分 
市議会全員協議会室、 
市議会本会議場

下関商業高等学校生徒　

①下関駅周辺地区の活性
化について 

②あるかぽーと地区の今後
について 

③バスの利用率向上につい
て

11 人



 38

（令和４年） 

（令和元年） 

（平成 30 年） 

 委員会名 開催日時・場所 相手方 テーマ 参加人数

 

議会運営
委員会

令和 4 年 8 月 10 日　 
13 時 30 分～16 時 30 分 
市議会本会議場、 
第１・第２委員会室、執行
部控室

下関市立大学学生（下関市
選挙啓発サポーター）、 
東亜大学学生

①１０代、２０代の若年層に
対し、選挙の投票率を向
上させる取組 

②若者層に対する人口増加
及び定住を促進させる取
組 

③下関市を活性化する取組

10 人 

 委員会名 開催日時・場所 相手方 テーマ 参加人数

 

総　　務
令和元年 10 月 28 日　 
14 時 00 分～15 時 50 分 
市議会全員協議会室

17 地区のまちづくり協議会
まちづくり交付金の使
い方

18 人

 

経　　済

令和元年 10 月 28 日 
18 時 00 分～19 時 40 分 
下関商工会議所 3 階会
議室

（一社）下関観光コンベンション協
会、長府観光協会、吉田観光協
会、下関商店街連合会、サンデン
交通株式会社、下関タクシー協
会、下関個人タクシー協同組合　

交流人口の拡大及び
商店街の活性化に向
けた取り組みについ
て

12 人

 

文教厚生
令和元年 10 月 29 日 
10 時 00 分～12 時 00 分 
市議会全員協議会室

「子どもの居場所」に係る関係団体
（１０団体）

「子どもの居場所につ
いて －今、こどもにと
って何が必要なのか、
何が求められている
のか。」

9 人

 

建設消防
令和元年 7 月 29 日 
18 時 30 分～20 時 00 分 
市議会全員協議会室

(公社)山口県不動産鑑定士協会、
(一社)山口県宅建協会下関支部、
(一社)山口県建築士協会下関支
部、山口県司法書士下関支部、
(一社)空地・空家ゼロネットワーク、
下関市連合自治会　

中心市街地の住環境
整備について

12 人

 委員会名 開催日時・場所 相手方 テーマ 参加人数

 
総　　務

平成 30 年 8 月 20 日　 
13 時 00 分～14 時 30 分 
市議会全員協議会室

17 地区のまちづくり協議会
住民自治によるまち
づくりの仕組み

33 人

 

経　　済

平成 30 年 10 月 15 日 
18 時 00 分～19 時 50 分 
下関商工会議所 3 階会
議室

（一社）下関観光コンベンション協
会、長府観光協会 
吉田観光協会、下関商店街連合
会、下関タクシー協会

・交流人口の拡大及
び商工業の振興 
・下関おもてなしタク
シー認定制度の利活
用及び商店街の活性
化に向けた取り組み

9 人
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（平成 29 年以前） 

※広く市民の参加を募り、議員が一堂に会して市政全般について意見交換 

このほか、平成 28年 7 月 13 日に市立下関商業高等学校にて「下関市議会 in 下商」を開催 

（参加者：３年生全員（198 人）） 

 

文教厚生
平成 30 年 7 月 20 日 
19 時 00 分～20 時 30 分 
市議会全員協議会室

地域包括ケア 
関係 12 団体

地域包括ケア 20 人

 

建設消防
平成 30 年 6 月 28 日 
18 時 30 分～20 時 10 分 
市議会全員協議会室

下関青年会議所 
下関商工会議所青年部

下関港ウオーターフロ
ント開発及び新港地
区整備

20 人

 開 催 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27年 平成 28 年 平成 29 年

 開 催 日 ３日 3日 3日 4日 3日 3日

 会　　場 4会場 3会場 5会場 4会場 3会場 4会場

 参加人数 約 320 人 116 人 176 人 163 人 146 人 130 人
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８．議員研修会　実施状況 

議員の政策立案能力などの資質向上のため、年１回以上の議員研修会を行っている。 
 開催日 講　師 演　題

 
令和 7 年 10 月 14 日

株式会社日本総合研究所 
主席研究員　藻谷　浩介 氏　

誰も言わない日本と下関の「実力」

 
令和 6 年 10 月 30 日

國學院大學　法学部教授 
 高橋　信行 氏　

地域公共交通と地方自治体の役割 
―再生に向けて

 
令和 5 年 11 月 15 日

立命館大学 産業社会学部教授 
 筒井　淳也 氏　

少子化対策と働き方改革

 
令和 4 年  8 月 12 日

岡山大学教育推進機構 准教授 
 中山　芳一 氏　

非認知能力 
～未来を生き抜く力～

 
令和 3 年 10 月 25 日

北海道大学大学院 農学研究院教授 
野口　伸 氏

下関市におけるスマート農業の役割

 

令和 2 年 10 月 26 日 (株)Blanket 代表　秋本 可愛 氏
介護人材の現状と行政に求める対応 
※Ｚｏｏｍ（オンライン）を利用した 

講演形式で実施

 

令和元年 8 月 2 日

＜講演＞ 
➀(株)ザメディアジョン・リージョナル 
代表取締役　北尾　洋二 氏 
②(株)レストレーション 
代表取締役　森脇　暉 氏 

①「商店街はオワコン」なのか？ 
～下関における商店街の現状とこれからの在り方 
②パッションと 
クラウドファンディングでまちづくり 

※講演に続き、「まちづくりに必要なものと

は？」をテーマにトークセッションを実施

 
平成 30 年 7 月 26 日

跡見学園女子大学教授 
鍵屋　一 氏

自治体の防災対策と災害時における 
議会、議員の役割

 
平成 29 年 8 月 2 日

早稲田大学スポーツ科学学術院　教授 
原田　宗彦 氏

まちづくり手法としての 
スポーツ都市戦略

 
平成 28 年 8 月 8 日

関西学院大学大学院 
経営戦略研究科教授　石原 俊彦氏

新地方公会計の導入と下関市議会の役割 
－会計情報を市政のガバナンスに活かす－

 

平成 27 年 7 月 24 日

東京大学 教授 
アジア生物資源環境研究センター長 

堀　繁 氏

人が訪れたくなる商店街 
～商店街活性化プランの勘どころ～

 
平成 26 年 7 月 22 日

(公財)下関海洋科学アカデミー 
鯨類研究室長   石川　創 氏

下関と鯨の歴史 
～最近の話題を中心に～

 
平成 25 年 8 月 8 日

下関商工会議所　会頭 
川上　康男 氏

「役に立つ商工会議所」を目指して

 
平成 24 年 7 月 24 日

日本銀行下関支店長 
水野　正幸 氏

経済、金融政策の現状と展望
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９．委員会の活動方針（取り組むべき課題）  

常任委員会と議会運営委員会では、その担当する事務について積極的に調査研究等を行うた

め、平成２４年４月１日に施行された「議会基本条例」の規定に基づき、年度ごとに活動方針に

ついて十分な検討を行なうこととしている。 

 総務委員会 経済委員会 文教厚生委員会 建設消防委員会 議会運営委員会

 

令
和
８
年

①財政健全化・行財政

改革 
②職員の人材確保と業

務体制の見直し 
③デジタル社会の構築 
④地域コミュニティー 
⑤防災・減災対策 
⑦公立大学法人管理運

営業務 
⑧選挙啓発業務 
⑨移住・定住人口の増

加及び交流人口の拡大 
⑩過疎対策

①農林水産の振興 
②スポーツ振興 
③観光・産業振興

①妊娠・出産・産後にお

ける支援 
②国際教育の充実 
③重層的支援体制整備

事業 
④新病院整備事業

①住環境及び市街地の
整備 
②公共交通施策 
③公共施設整備事業 
④ウォーターフロント
開発及び港湾施設の整
備と利用促進 
⑤救急消防業務及び消
防団の充実強化等 
⑥上下水道局中長期ビ
ジョン（経営戦略）

①議会運営に関連する

調査・研究 
②情報端末の活用の更

なる充実 
③大規模災害発生時の

下関市議会業務継続計

画（ＢＣＰ）に基づく議

会の活動の検証 
④議会図書室の強化

 

令
和
７
年

①財政健全化・行財政

改革 
②人材確保と人材育成 
③デジタル社会の構築 
④地域コミュニティー 
⑤安全・安心なまちづ

くり 
⑥防災・減災対策 
⑦公立大学法人管理運

営業務 
⑧選挙啓発業務 
⑨移住・定住人口の増

加及び交流人口の拡大 
⑩過疎対策

①観光振興 
②農林水産の振興 
③スポーツ振興 
④産業振興

①子育て支援 
②高齢者の福祉 
③教育環境の充実 
④重層的支援体制整備

事業

①住環境及び市街地の
整備 
②公共交通施策 
③公共施設整備事業 
④下関港ウォーターフ
ロント開発及び新港地
区の整備と利用促進 
⑤救急消防業務の高度
化の推進及び消防団の
充実強化等 
⑥上下水道局中長期ビ
ジョン（経営戦略）

①議会運営に関連する

調査・研究 
②情報端末の活用の更

なる充実 
③市民と議会のつどい

の更なる充実 
④大規模災害発生時の

下関市議会業務継続計

画（ＢＣＰ）に基づく議

会の活動の検証 
⑤若者を対象とした議

会広報の更なる充実

 

令
和
６
年

①財政健全化・行財政

改革 
②デジタル社会の構築 
③地域コミュニティー 
④防災・減災対策 
⑤下関市立大学総合大

学化推進業務 
⑥選挙啓発業務 
⑦移住・定住人口の増

加及び交流人口の拡大 
⑧過疎対策

①産業振興 
②スポーツ振興 
③農林水産の振興 
④脱炭素社会の振興

①子育て支援 
②高齢者の福祉 
③子どもをとりまく教

育環境の充実 
④子育てに係る人材不

足

①住環境及び市街地の
整備 
②公共交通施策 
③公共施設整備事業 
④下関港ウォーターフ
ロント開発及び新港地
区の整備と利用促進 
⑤救急消防業務の高度
化の推進及び消防団の
充実強化等 
⑥上下水道施設の改修
更新

①議会運営に関連する

調査・研究 
②情報端末の活用の更

なる充実 
③市民と議会のつどい

の更なる充実 
④大規模災害発生時の

下関市議会業務継続計

画（ＢＣＰ）に基づく議

会の活動の検証



10．報酬・期末手当及び費用弁償

報酬月額 施行年月日 改正前

655,000円 H25.4.1 675,000円

590,000円 H25.4.1 610,000円

572,000円 H25.4.1 592,000円

558,000円 H25.4.1 578,000円

545,000円 H25.4.1 565,000円

(２)市長等の給与

月　額 施行年月日

※公営企業管理者は、上下水道事業管理者とボートレース事業管理者である。

(３)議員の期末手当（令和7年度支給実績）

(１)議員報酬額

議　　　　　　　　長

副　　　 議　　　 長

常 任・議 運　委員長

常任・議運　副委員長

議　　　　　　　　員

現　    行

　６月　１２５／１００　　　　１２月　１２７．５／１００

≪下関市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例第６条≫

市 長  1,060,000円 H25.4.1

副 市 長  860,000円 H25.4.1

教 育 長  725,000円 H27.4.1

公 営 企 業 管 理 者  750,000円 H26.4.1

常 勤 監 査 委 員  613,000円 H25.4.1

※R2.6.1からR3.3.31までの間、市長及び副市長は20％、市長及び副市長以外は15％減額した給料月
額を適用している。(新型コロナウイルス感染症拡大のため)

「議員には、下関市一般職の職員の給与に関する条例の規定の例により期末手当を
支給する。ただし、期末手当基礎額は、議員報酬の月額と当該月額に１００分の４
５を乗じて得た額との合計額とする。」
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(４)費用弁償等

項　目

調査研究費

研　修　費

広　報　費

広　聴　費

要請・陳情
活　動　費

会　議　費

資料作成費

資料購入費

人　件　費

事　務　費

　１）政務活動費(平成20年4月～)

　　・交付額　　　１人当たり　　　月額　５０,０００円（年額６００,０００円）

　　・政務活動費を充てることができる経費の範囲

内　　　　　　容

会派が行う市の事務、地方行財政等に関する調査研究及び
調査委託に関する経費

会派が研修会を開催するために必要な経費、団体等が開催
する研修会の参加に要する経費

会派が行う活動、市政について住民に報告するために要す
る経費

会派が行う住民からの市政及び会派の活動に対する要望、
意見の聴取、住民相談等の活動に要する経費

会派が要請、陳情活動を行うために必要な経費

会派が行う各種会議、団体等が開催する意見交換会等各種
会議への会派としての参加に要する経費

会派が行う活動に必要な資料の作成に要する経費

会派が行う活動に必要な図書、資料等の購入に要する経費

会派が行う活動を補助する職員を雇用する経費

会派が行う活動に係る事務の遂行に要する経費

　　・交付方法

　　　　会派の所属議員数に応じ算定した額を、４月と１０月の年２回、会派に対し

　　　半期ごとに交付する（会派の所属議員が１人の場合も含む）。

　　・支出科目

　　　　負担金補助及び交付金

　２）一般調査視察旅費（１人当たり）　　　 １５０，０００円／年

　３）委員会等視察旅費（１人当たり）

　　　　　常任委員会・特別委員会　　　　　　１２２,０００円／年

　　　　　議会運営委員会　　　　　　　　　  １２２,０００円／年

　　　　　議会広報部会（協議等の場）　　　  １２２,０００円／年

　４）国際親善旅費（年額）　　　　　　　 ２,８００,０００円

　　　　　姉妹都市及び友好都市との交流を行うための経費。
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　　・支給対象

項　目

　５）会議出席費用弁償の額（令和２年４月から適用）

　　・支給額

　　　　支給額=２０円×自宅からの往復距離（１km未満端数切り捨て）

　　　　本会議、常任委員会、議会運営委員会、特別委員会、議会広報部会

　　・支給方法

　　　　翌月の中旬に支給

（５）旅費の基本構成（Ｒ7.4.1施行）

　１）交通費

内　　　　　　容

(1)運賃、(2)急行料金、(3)寝台料金、(4)座席指定料金、

(5)特別車両料金（市長及び副市長（以下「市長等」という）に限る）、

(6)上記(1)～(5)に付随する費用

 ※(2)～(6)は、公務のため特に必要とするものに限る。

(1)運賃、(2)寝台料金、(3)座席指定料金、

(4)特別船室料金（市長等に限る）、(5)上記(1)～(4)に付随する費用、

 ※(2)～(5)は、公務のため特に必要とするものに限る。

(1)運賃、(2)座席指定料金、

(3)上記(1)、(2)に付随する費用

 ※(2)、(3)は、公務のため特に必要とするものに限る。

(1)路線バス等の運賃、(2)タクシーの運賃、

(3)レンタカーの賃料、(4)上記(1)～(3)に付随する費用、

(5)自家用車使用の費用

 ※(2)～(5)は、公務のため特に必要とするものに限る。

　２）宿泊費　

　　　　　旅費規則で定める宿泊費基準額を上限に実費支給

　３）宿泊手当　

　　　　　旅費規則で定める宿泊１夜当たりの定額支給　２，４００円

　 ※朝食又は夕食に係る費用のいずれかに相当するものが含まれる場合　１，６００円

 　※朝食及び夕食に係る費用に相当するものが含まれる場合　８００円

　４）渡航雑費　

　　　　　旅費条例及び旅費規則に定める外国旅行に要する雑費を実費支給

※　公用車など、市においてその費用を負担する手段を利用して本会議等の会議に
出席した場合、その利用が全行程の一部であるときは、算出した額の２分の１に相
当する額（当該額に１円未満の端数が生じるときは、これを切り捨てる。）の費用
弁償を随時支給する。（当該手段の利用が全行程にわたる時は費用弁償を支給しな
い）

鉄道賃

船賃

航空賃

その他の
交通賃
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11．議会図書室

（１）蔵書冊数 １，０１０冊（H27.4.1現在）

12．議会刊行物
R8.4.1現在

名　　称 内　訳　等 発行部数 配 布 先 編 集 方 法

１０部

７５部

― 関 係 市 議 会

・「しものせき
　　　市政の概要」
　※議員改選時に発行

・各会計当初予算
　業務概要

・市議会要覧

・「しものせき議会だより」に委員会報告、代表質問、一般質問等を掲載
　し、年4回（3,6,9,12月）市報に差し込む形で発行。Ａ4版/8ページ/フル
　カラー
・市報に「議会からのお知らせ」を掲載。原則Ａ4版/半ページ
　※いずれも該当月毎に118,500部を発行

・定　例　会

市　長…1部
市政資料閲覧ｺｰﾅｰ…1部
市立図書館…8部
議会図書室(閲覧用)…1部
議員談話室…1部
議会事務局…1部
※議会ホームページで閲
覧可能

事務局において
反訳後、校正を
行う。

会 議 録 各１４部

・臨　時　会

議 会 資 料

図書館など
※タブレットによる閲覧向
けに作成している
※議会ホームページでも公
開している

議事課調査係で
資料の収集を行
い編集発行。

議 会 広 報

しものせき議会だより（表紙） 議会からのお知らせ
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13．議会事務局

（１）機構と職員数（令和8年4月1日）

係 長 庶務係（２）
（会計年度任用職員２）

事務局次長
 （庶務課長事務取扱）

主 査 経理係（１）
（経理係長事務取扱）

　　　事務局長

主 査 議事係（１）
（議事係長事務取扱）

議事課長

係 長 調査係（２）

（２）事務分掌

　庶　務　課

　　庶　務　係

（１）公印の保管に関すること。
（２）文書の収発保管及び保存に関すること。
（３）人事及び服務に関すること。
（４）議員の身分及び資格得失に関すること。
（５）正副議長の秘書及び機密に関すること。
（６）儀式、交際及び接遇に関すること。
（７）式辞、あいさつ等起草に関すること。
（８）備品及び消耗品の管理、受け払いに関すること。
（９）議長会及び事務局長会議に関すること。
（10）議場、委員会室及び控室等の管理に関すること。
（11）自動車に関すること。
（12）議場の警備及び取締りに関すること。
（13）他の主管に属さないこと。

　　経　理　係

（１）議会費予算及び決算に関すること。
（２）議員の報酬及び費用弁償、その他諸給与等支出に関すること。

　議　事　課

　　議　事　係

（１）本会議、委員会及び公聴会に関すること。
（２）議案の受理及びその取扱いに関すること。
（３）議会の議決事項の処理に関すること。
（４）請願書及び陳情書等に関すること。
（５）諸会議の通知及び議員の出欠に関すること。
（６）議会に関係ある条例、規則等の制定改廃に関すること。
（７）会議録の調製、編さん、保存に関すること。
（８）議事日程及び諸般の報告に関すること。
（９）議員提出議案に関すること。
（10）その他議事に関すること。

　　　現員数 15人　（条例定数 16人）　　会計年度任用職員 2人

課長補佐

課長補佐
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　　調　査　係

（１）市政全般の調査に関すること。
（２）各種の調査資料の収集及び統計に関すること。
（３）世論調査に関すること。
（４）情報の収集及び整備に関すること。
（５）議会の広報に関すること。
（６）議会図書室に関すること。
（７）関係法令に関すること。
（８）議会の先例調査に関すること。
（９）視察の受入れに関すること。
（10）その他調査研究に関すること。

（３）各階の内訳

　７階　議長室、副議長室、正副議長応接室、会派控室、議員談話室、応接室、議会事務局

　８階　議場、執行部控室、委員会室、倉庫

　９階　議場（傍聴席／記者席等）、全員協議会室、議会図書室、調整室、書庫

（４）各室の主な設備

傍聴席８席、映像放映及び録音関連機器一式、議事録作成支援システム

プロジェクター、スクリーン、ディスプレイ(42ｲﾝﾁ）２台

聴覚障害者向け字幕表示用ディスプレイ（43ｲﾝﾁ）１台

傍聴席８席、映像放映及び録音関連機器一式、議事録作成支援システム

スクリーン、聴覚障害者向け字幕表示用ディスプレイ（43ｲﾝﾁ）１台

登退庁表示・議会中継兼用ディスプレイ(46ｲﾝﾁ)

議事録作成支援システム（サーバー）

登退庁表示・議会中継兼用ディスプレイ

パソコン、プリンター

登退庁表示用ディスプレイ(40ｲﾝﾁ)

登退庁システムタッチパネル

登退庁表示・議会中継兼用ディスプレイ接続端子

無線ＬＡＮ、パソコン、プリンター

※７階～９階の各室にＷｉ-Ｆｉ環境を整備（庁内ネットワーク無線ＬＡＮを使用）

室　　　名 面積(㎡) 主　　　な　　　設　　　備　　　等

議　　　場 262
電子表決システム、大型ディスプレイ(80ｲﾝﾁ)、電子表決結果表示用ディス
プレイ（65ｲﾝﾁ）２台、残時間等表示用ディスプレイ(22ｲﾝﾁ）２台

傍聴席/記者席等 128
傍聴席70席、記者席13席、キッズルーム(9.7㎡)、車いす利用者用スペース
(２台分)、難聴者用設備、議会中継用ディスプレイ（55ｲﾝﾁ）２台、聴覚障
害者向け字幕表示用ディスプレイ（50インチ）１台

調　整　室 49 映像放映及び録音関連機器一式、登退庁システム（サーバー）

執行部控室 52 議会中継用ディスプレイ(42ｲﾝﾁ)

委員会室
第１ 102

第２ 102

全員協議会室 148 傍聴席８席、映像放映及び録音関連機器一式

議会事務局 141

議長室・副議長室 82

西棟１階ロビー ― 登退庁表示用ディスプレイ(40ｲﾝﾁ）

西棟７階受付 ―

西棟８階ロビー
西棟９階ロビー

―
議会・委員会中継用ディスプレイ（第1委員会室前(65ｲﾝﾁ)、第2委員会室前
(42ｲﾝﾁ)、全員協議会室前(42ｲﾝﾁ)、各階トイレ前(42ｲﾝﾁ)　計５台）

会派控室 298

議員談話室 54 登退庁表示・議会中継兼用ディスプレイ
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（５）各室の配置状況

７階 ８階

EV EV

階段 階段

会派控室

正副議長
応接室

執行部控室

会派控室

応接室
会派控室 副議長室 議長室

応接室
会派控室

会派控室

会派控室

会派控室

会派控室

受付 受付

EV(7～9階） EV(7～9階）

WC WC
階段 階段

９階

EV

階段

書庫

調整室

記者席

キッズ
ルーム

受付

EV(7～9階）

WC
階段

会派控室

第１
委員会室

議　　場

議員
談話室

議会事務局

第２
委員会室

倉　　庫

E
V

E
V

全員
協議会室

（議場吹き抜け）

議会図書室 　　　傍聴席

E
V
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（６）議会の予算（令和８年度）

当初予算額  556,777 千円（一般会計中 0.4%） （単位：千円）

区  分  予  算  説                       明

・常任･議運副委員長

報　  酬  223,214 

・常任・議運委員長

給 　 料   70,305 

   2,664    3,264 

・住居手当    1,443   31,985 

職員手当等  113,561    1,613   67,148 

・時間外勤務手当    3,500 ・児童手当    1,800 

     144 

  23,770 ・社会保険料      598 

共 済 費   78,966   54,457 

     141 

報 償 費      200 ・議員研修会等講師謝礼      200 

   4,785      985 

   5,734    8,585 

交 際 費    2,000 

   3,797    6,021 

     668    5,971 

     200      300 

     331       48 

      66 

     634 ・議会だより運搬・配送    1,259 

     836 

   1,298 

   5,946 ・有料道路通行料      360 

   1,782       40 

      30       47 

   2,401       15 

備品購入費        - 

     370 

   1,328 

     125 

・山口県市議会議長会負担金      179 

負担金補助   24,145 ・内外情勢調査会会費      238 

及び交付金 ・全国競艇主催地議会協議会負担金    1,703 

・瀬戸内海地区議会競艇連絡協議会負担金      308 

・中核市議会議長会加盟市負担金      110 

・全国温泉所在都市議会議長協議会負担金       34 

・政務活動費補助金   19,750 

・議   長

・副 議 長 ・議　　員

・会計年度任用職員

・一般職給

・扶養手当 ・管理職手当

・期末勤勉手当

・通勤手当 ・議員期末手当

・管理職員特別勤務手当

・共済組合負担金

・議員共済組合負担金

・互助会負担金

・一般調査視察旅費 ・会議出席費用弁償

・委員会視察旅費 ・その他旅費

・消耗品費 ・印刷製本費

・燃　料　費   うち議会だより印刷

・食　糧　費 ・修　繕　料

・通信運搬費 ・保　険　料

・手　数　料

・議場設備保守点検

・議会フロア警備

・会議録検索システム運用

・機械設備借上料

うち映像配信システム使用料 ・駐車場使用料

・物品借上料 ・テレビ受信料

・自動車借上料 ・入場料

・会議出席負担金

・全国市議会議長会負担金

・中国市議会議長会負担金

旅 　 費   20,089 

需 用 費   10,986 

役 務 費      445 

委 託 料    4,027 

使用料及び
賃　借　料

   8,839 
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50 

ライブ中継 

録画中継

14．インターネットによる映像配信のイメージ図（R4.3～） 

パソコンだけではなく、スマホやタブレット端末でも視聴可能な形式で配信。ライブ

映像配信用及び録画中継配信用に業者のサーバを利用しているが、映像配信、動画編

集、アップロード等の作業自体はすべて事務局職員が行っている。 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・議場及び各委員会室にカメラ

及びマイク等の映像音響設備

を設置。

・議場及び各委員会室に配信兼編集

用ＰＣを設置。 
・ライブ映像は業者のサーバにスト

リーミング。（光回線使用）

・ＰＣに録画された映像データを外

部公開用に編集する。 
・録画データを事務局に移動。

一般市民及び職員が

ＰＣ、スマホ、タブレ

ット端末等で視聴

・アップロード用ＰＣから光回線で

編集後の映像データを業者のサ

ーバにアップロード。(当日夕刻)

【業者サーバ】

【業者サーバ】

http://www.google.co.jp/imgres?q=%E3%82%B9%E3%83%9E%E3%83%9B&um=1&biw=1366&bih=569&hl=ja&tbm=isch&tbnid=wV6Xv6M1Caz9eM:&imgrefurl=http://legoyokoha.exblog.jp/18171671/&docid=AzexmmMKoeRxQM&imgurl=http://pds.exblog.jp/pds/1/201207/01/95/c0025895_14375545.jpg&w=463&h=670&ei=Ez56UdzSL4qU2gXwnYH4Ag&zoom=1&iact=hc&vpx=664&vpy=170&dur=1388&hovh=270&hovw=187&tx=94&ty=203&page=1&tbnh=138&tbnw=93&start=0&ndsp=24&ved=1t:429%2Cr:12%2Cs:0%2Ci:119
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【参考】委員会室システム配置図（インターネット中継関連） 

 

 

　　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ソフトウェアエンコーダー（ＴＶ用映像をパソコン用映像に変換するもの）: GV-USB2 
・無料配信ソフト：Open Broadcaster Software 

・動画編集ソフト：TMPGEnc Video Mastering Works ６ 

 

議会中継２次元コード 

ライブ中継

ソフトウェアエ

ンコーダー(購入)

カメラ マイク

事務局内モニター放映 
※第１委員会室、全協室のみ

ミキサー

調

整

室

光回線(情報担当課所管)

モニター放映 
(委員会室前、１階ロビー）

映

像

出

力

ボ

タ

ン

ワイヤレスマイク

天井マイク

新
庁
舎
整
備
事
業
の
中
で
整
備



15．各種議長会・協議会等加盟一覧表

　　名　　　　　　　　　　称

○

・

・

・ 高速自動車道市議会協議会

・ 特定第三種漁港協議会

・

・ 全国温泉所在都市議会議長協議会 １０２市

○

○

○

○

・

・

令和8年4月1日現在

　　加　　盟　　数
※

全国市議会議長会 ７９２市・２３区

基地協議会 　１７３市・５４町村

石油基地防災対策都市議会協議会 　４６市

３１９市

　１３市

全国自治体病院経営都市議会協議会 　２４９市・１８組合

中国市議会議長会 　５４市

山口県市議会議長会   １３市

中核市議会議長会 　６２市

そ  の  他

全国競艇主催地議会協議会 ３４団体

瀬戸内海地区議会競艇連絡協議会 ９団体

　※加盟数の時点は各種議長会・協議会ごとに異なります。
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16．歴代正副議長一覧表

代 代

1 1

2 2

3 3

4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

17．議員報酬変遷一覧表

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

議      長 就任年月日 退任年月日 副 議 長 就任年月日 退任年月日

小 浜　俊 昭 平 17. 2.15 平 19. 2.12 佐 伯　伸 之 平 17. 2.15 平 18. 2.16

関 谷 　　博 平 19. 2.27 平 21. 2.27 小　山　　和 平 18. 2.16 平 19. 2.12

関 谷 　　博 平 21. 2.27 平 23. 2.12 福 田　幸 博 平 19. 2.27 平 20. 2.27

関 谷 　　博 平 23. 2.28 平 27. 2.12 長　　秀　龍 平 20. 2.27 平 21. 2.27

関 谷 　　博 平 27. 2.26 平 29. 3. 2 門 出  眞 治 平 21. 2.27 平 22. 3. 1

戸 澤　昭 夫 平 29. 3. 2 平 31. 2.12 林　真 一 郎 平 22. 3. 1 平 23. 2.12

林　　　　透 平 31. 2.27 令  3. 3. 2 末　永　　昇 平 23. 2.28 平 24. 2.29

亀　田　　博 令  3. 3. 2 令  5. 2.12 末　永　　昇 平 24. 2.29 平 25. 2.28

香 川　昌 則 令　5. 2.27 令  7. 2.28 林　　　　透 平 25. 2.28 平 26. 2.28

林　真 一 郎 令  7. 2.28 木 本　暢 一 平 26. 2.28 平 27. 2.12

平 岡　泰 彦 平 27. 2.26 平 28. 2.26

戸 澤　昭 夫 平 28. 2.26 平 29. 3. 2

亀　田　　博 平 29. 3. 2 平 30. 3. 2

亀　田　　博 平 30. 3. 2 平 31. 2.12

吉 田　真 次 平 31. 2.27 令  3. 3. 2

井 川  典 子 令  3. 3. 2 令  5. 2.12

安 岡　克 昌 令　5. 2.27 令  7. 2.28

板　谷　　正 令  7. 2.28 令　8. 3. 2

江 村　卓 三 令　8. 3. 2

委員長の報酬 副委員長の報酬

(常任・議運) (常任・議運)

旧下関市
議会議員

旧菊川町
議会議員

旧豊田町
議会議員

旧豊浦町
議会議員

旧豊北町
議会議員

平成19.2.13 565,000 675,000 610,000 592,000 578,000

平成25.4. 1 545,000 655,000 590,000 572,000 558,000

適 用 年 月 日 区分 議員報酬 議長の報酬 副議長の報酬

565,000 円 675,000円 610,000 円 592,000円 578,000円

200,000 円 310,000円 245,000 円 227,000円 213,000円

190,000 円 300,000円 235,000 円 217,000円 203,000円

208,000 円 318,000円 253,000 円 235,000円 221,000円

190,000 円 300,000円 235,000 円 217,000円 203,000円

平成17. 2.13

(在任特例期間)
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No. 人数 視察項目

1 1/7 (火) 香川県 さぬき市議会 11人 議会改革の取組について

2 1/15 (水) 青森県 三沢市議会 7人 下関市中心市街地にぎわいプランについて

3 1/16 (木) 茨城県 水戸市議会 5人 食を通じた観光振興の取組について

4 1/21 (火) 兵庫県 芦屋市議会 8人 「委員会の調査研究等」及び「市民と議会のつどい」について

5 1/22 (水) 神奈川県 座間市議会 7人 投票率向上の取組について

6 1/23 (木) 静岡県 熱海市議会 6人 議会ＩＣＴ化の取組について

7 1/23 (木) 東京都 青梅市議会 3人 ＢＯＡＴ ＲＡＣＥ下関（収益事業の売上向上につながる取組等について）

8 1/27 (月) 滋賀県 草津市議会 3人
しもまちアプリ（下関公式アプリ）について
下関市とパソナグループの包括連携協定について

9 1/27 (月) 群馬県 太田市議会 3人 下関市コミュニティ・スクールについて

10 1/30 (木) 茨城県 守谷市議会 9人 子育てタクシー普及支援事業～しもまちＢＡＢＹタクシー～について

11 3/27 (木) 7人
①財政健全化について
②子育て支援策について

12 3/28 (金) 7人 アリーナ整備事業について

13 4/24 (木) 岡山県 倉敷市議会 5人 子育てタクシー普及支援事業について

14 5/22 (木) 兵庫県 三田市議会 9人
下関市議会BCPについて
その他議会運営全般について

15 7/2 (水) 東京都
三市収益事業組合議
会

14人 ボートレース下関について

16 7/23 (水) 山形県 山形市議会 8人 消防団員活動力強化事業について

17 7/24 (木) 長野県 松本市議会 10人
①移住施策について
②シティプロモーションの取組みについて

18 7/29 (火) 愛知県 安城市議会 9人 下関市立歴史博物館について

19 8/5 (火) 大分県 中津市議会 1人 中心市街地活性化の取組み

20 8/7 (木) 島根県 松江市議会 1人
①下関駅周辺地区市営住宅等建替事業(１期)について
②下関市動物愛護管理センターについて

 18．行政視察来庁一覧表（令和７年）

視察日 団体名

　中国若手議員の会

　中国若手議員の会
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No. 人数 視察項目

21 8/19 (火) 京都府 木津川市議会 7人 ふくふくこども館について

22 8/21 (木) 新潟県 新潟市議会 4人 創業支援事業について（創業支援カフェＫＡＲＡＳＴＡ）

23 10/9 (木) 佐賀県 佐賀県議会 11人 次世代育成支援拠点施設「ふくふくこども館」

24 10/9 (木) 大分県
別杵速見地域広域市
町村圏事務組合

9人 下関市奥山工場施設見学

25 10/15 (水) 栃木県 鹿沼市議会 7人 健康寿命の延伸について

26 10/15 (水) 東京都 町田市議会 4人 学校適正規模・適正配置基本計画について

27 10/16 (木) 香川県 高松市議会 3人 第２期下関市観光交流ビジョンについて

28 10/20 (月) 東京都 目黒区 8人 ふくふくこども館について

29 10/21 (火) 岡山県 備前市 10人 市民と議会のつどいについて

30 10/21 (火) 青森県 十和田市議会 8人 消防団員活動力強化の取組について

31 10/23 (木) 福岡県 太宰府市議会 2人 指定管理ガイドラインの運用について

32 10/24 (金) 栃木県 大田原市議会 7人 災害対策及び消防防災学習館の現地視察について

33 10/28 (火) 青森県 弘前市議会 7人 鳥獣被害対策について

34 10/28 (火) 千葉県 千葉県議会 17人 安全で安定した給水対策について（高尾浄水場）

35 10/28 (火) 大分県 佐伯市議会 8人
①地域子どもサポート事業について
②子ども第三の居場所事業について

36 10/29 (水) 三重県 名張市議会 4人 下関市議会基本条例について

37 10/29 (水) 滋賀県 近江八幡市議会 7人 移住定住施策について

38 11/4 (火) 兵庫県 姫路市議会 10人 下関市中心市街地にぎわいプランについて

39 11/5 (水) 茨城県 水戸市議会 3人 日本遺産「関門ノスタルジック海峡 」の取組について

40 11/6 (木) 岡山県 倉敷市議会 9人
日本遺産「関門“ノスタルジック”海峡～時の停車場、近代化の記憶 」に
ついて

視察日 団体名
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No. 人数 視察項目

41 11/7 (金) 兵庫県 高砂市議会 8人 次世代育成支援拠点施設「ふくふくこども館」について

42 11/12 (水) 沖縄県 うるま市議会 7人 住民自治によるまちづくりについて

43 11/12 (水) 宮城県 仙台市議会 16人 脱炭素先行地域づくり事業について

44 11/13 (木) 島根県 松江市議会 4人 有害鳥獣対策について

45 12/19 (金) 東京都 昭島市 5人 次世代育成支援拠点施設「ふくふくこども館」について

視察日 団体名

1  議会改革・議会運営 関係 6 件 こども未来部 9 件 市民部 2 件

2  次世代育成支援拠点施設「ふくふくこども館」 5 件 議会事務局 6 件 農業振興部 2 件

3  子育て支援施策「For Kids For Future」 関係 4 件 教育委員会 5 件 保健部 2 件

産業振興部 4 件 建設部 1 件

観光スポーツ文化部 3 件 財政部 1 件

消防局 3 件 上下水道局 1 件

総合政策部 3 件 選挙管理委員会事務局 1 件

ボートレース企業局 2 件 総務部 1 件

環境部 2 件

視察項目（上位３位） 部局別受け入れ件数
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３  資　　　料



 



予  算  額 構成比 予  算  額 構成比 差引増減額 増減率

 ( A )     ％  ( B )     ％  (A)-(B)     ％

35,160,387 24.7 34,110,812 25.0 1,049,575 3.1

内 　　市民税 15,325,171 10.7 15,068,929 11.1 256,242 1.7

訳 　　固定資産税 15,566,818 10.9 14,846,247 10.9 720,571 4.9

905,871 0.6 883,244 0.6 22,627 2.6

213,962 0.2 56,010 0.0 157,952 282.0

386,335 0.3 228,245 0.2 158,090 69.3

294,165 0.2 257,477 0.2 36,688 14.2

586,417 0.4 568,091 0.4 18,326 3.2

8,183,752 5.7 6,675,908 4.9 1,507,844 22.6

40,847 0.0 43,454 0.0 △ 2,607 △ 6.0

9,597 0.0 134,070 0.1 △ 124,473 △ 92.8

67,959 0.1 67,952 0.1 7 0.0

387,734 0.3 242,448 0.2 145,286 59.9

25,937,552 18.2 26,198,662 19.2 △ 261,110 △ 1.0

24,368 0.0 26,825 0.0 △ 2,457 △ 9.2

338,419 0.2 1,400,099 1.0 △ 1,061,680 △ 75.8

2,387,702 1.7 3,377,903 2.5 △ 990,201 △ 29.3

22,506,457 15.8 22,132,874 16.3 373,583 1.7

10,422,530 7.3 9,968,638 7.3 453,892 4.6

320,481 0.2 359,684 0.3 △ 39,203 △ 10.9

3,305,759 2.3 2,823,793 2.1 481,966 17.1

13,436,928 9.4 9,491,670 7.0 3,945,258 41.6

600,000 0.4 600,000 0.4 0 0.0

7,628,978 5.4 5,589,241 4.1 2,039,737 36.5

9,433,800 6.6 10,980,200 8.1 △ 1,546,400 △ 14.1

再 自 主 財 源 63,178,654 44.3 57,753,202 42.4 5,425,452 9.4

掲 依 存 財 源 79,401,346 55.7 78,464,098 57.6 937,248 1.2

合　　　　計 142,580,000 100.0 136,217,300 100.0 6,362,700 4.7

１．一般会計前年度対比表 (当初予算・歳入)

　(単位　千円)

令 和 8 年 度 令 和 7 年 度 比　　  較

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

国 有 提 供 施 設 等 所 在 市
助 成 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

市 債

57



予  算  額 構成比 予  算  額 構成比 差引増減額 増減率

 ( A )     ％  ( B )     ％  (A)-(B)     ％

556,777 0.4 571,665 0.4 △ 14,888 △ 2.6

14,204,564 10.0 13,174,540 9.7 1,030,024 7.8

53,927,315 37.8 52,335,622 38.4 1,591,693 3.0

15,149,534 10.6 10,990,001 8.1 4,159,533 37.8

291,379 0.2 331,494 0.2 △ 40,115 △ 12.1

4,329,791 3.0 4,286,968 3.2 42,823 1.0

9,091,658 6.4 6,832,604 5.0 2,259,054 33.1

14,078,693 9.9 14,489,176 10.6 △ 410,483 △ 2.8

3,778,082 2.6 6,258,681 4.6 △ 2,480,599 △ 39.6

15,284,447 10.7 14,192,583 10.4 1,091,864 7.7

110,000 0.1 1,124,400 0.8 △ 1,014,400 △ 90.2

11,677,760 8.2 11,529,566 8.5 148,194 1.3

100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0

142,580,000 100.0 136,217,300 100.0 6,362,700 4.7

２．一般会計前年度対比表 (当初予算・歳出)

　(単位　千円)

令 和 8 年 度 令 和 7 年 度 比　　  較

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

予 備 費

合　　    計
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３．一般会計・性質別経費前年度対比表 (当初予算)

　(単位　千円)

予  算  額 構成比 予  算  額 構成比 差引増減額 増減率

(A) ％ (B) ％ (A)-(B) ％

22,079,978 15.5 20,642,679 15.2 1,437,299 7.0

32,075,998 22.5 31,019,357 22.8 1,056,641 3.4

11,677,460 8.2 11,529,266 8.5 148,194 1.3

65,833,436 46.2 63,191,302 46.4 2,642,134 4.2

21,933,963 15.4 20,865,556 15.3 1,068,407 5.1

1,967,530 1.4 1,754,020 1.3 213,510 12.2

11,129,753 7.8 9,776,673 7.2 1,353,080 13.8

17,241,313 12.1 19,213,322 14.1 △ 1,972,009 △ 10.3

補 助 7,702,276 5.4 7,683,354 5.6 18,922 0.2

単 独 9,539,037 6.7 11,529,968 8.5 △ 1,990,931 △ 17.3

110,000 0.1 1,124,400 0.8 △ 1,014,400 △ 90.2

補 助 0 0.0 954,400 0.7 △ 954,400 皆減

単 独 110,000 0.1 170,000 0.1 △ 60,000 △ 35.3

補 助

単 独

17,351,313 12.2 20,337,722 14.9 △ 2,986,409 △ 14.7

2,454,040 1.7 1,754,940 1.3 699,100 39.8

140,823 0.1 177,928 0.1 △ 37,105 △ 20.9

5,757,584 4.0 2,388,789 1.8 3,368,795 141.0

15,911,558 11.1 15,870,370 11.7 41,188 0.3

100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0

再
65,833,436 46.2 63,191,302 46.4 2,642,134 4.2

17,351,313 12.1 20,337,722 14.9 △ 2,986,409 △ 14.7

掲
59,395,251 41.7 52,688,276 38.7 6,706,975 12.7

142,580,000 100.0 136,217,300 100.0 6,362,700 4.7

令 和 8 年 度 令 和 7 年 度 比　　　　較

区　　　　　分

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

小　　　計

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 費

失 業 対 策 事 業 費

計

積 立 金

投 資 及び 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

前 年 度 繰 上 充 用 金

予 備 費

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

そ の 他

歳　出　合　計

建

設

事

業

費
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４．特別会計・企業会計前年度対比表 (当初予算)

　  (単位　千円)

予  算  額 構成比 予  算  額 構成比 差引増減額 増減率

     ( A )     ％      ( B )     ％     (A)-(B)     ％

5,926,921 7.8 5,298,599 7.0 628,322 11.9

325,535 0.4 305,419 0.4 20,116 6.6

202,795 0.3 190,106 0.3 12,689 6.7

1,072,095 1.4 917,559 1.2 154,536 16.8

29,117,024 38.3 30,436,829 40.5 △ 1,319,805 △ 4.3

747,420 1.0 698,644 0.9 48,776 7.0

481,535 0.7 323,339 0.4 158,196 48.9

29,463,856 38.8 29,369,432 39.1 94,424 0.3

632,245 0.8 660,254 0.9 △ 28,009 △ 4.2

22,672 0.1 36,509 0.1 △ 13,837 △ 37.9

6,886,100 9.1 6,030,391 8.0 855,709 14.2

1,076,622 1.4 935,985 1.2 140,637 15.0

75,954,820 100.0 75,203,066 100.0 751,754 1.0

14,504,822 15,762,972 △ 1,258,150 △ 8.0

13,587,479 6.5 11,477,373 6.1 2,110,106 18.4

376,947 0.2 488,111 0.3 △ 111,164 △ 22.8

14,054,218 6.7 13,112,633 6.9 941,585 7.2

1,482,408 0.7 1,480,761 0.8 1,647 0.1

180,068,496 85.9 162,380,651 85.9 17,687,845 10.9

209,569,548 100.0 188,939,529 100.0 20,630,019 10.9

142,580,000 100.0 136,217,300 100.0 6,362,700 4.7

428,104,368 100.0 400,359,895 100.0 27,744,473 6.9

令 和 8 年 度 令 和 7 年 度 比　　  較

会　　　計

港 湾 会 計

臨 海 土 地 造 成 事 業 会 計

渡 船 会 計

市 場 会 計

国 民 健 康 保 険 会 計

土 地 取 得 会 計

観 光 施 設 事 業 会 計

介 護 保 険 会 計

農 業 集 落 排 水 事 業 会 計

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付
事 業 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 会 計

市 立 市 民 病 院 債 管 理 会 計

特 別 会 計 合 計

（ 公 債 管 理 会 計 ）

水 道 事 業 会 計

工 業 用 水 道 事 業 会 計

公 共 下 水 道 事 業 会 計

病 院 事 業 会 計

ボ ー ト レ ー ス 事 業 会 計

企　業　会　計　合　計

一　般　会　計　合　計

総計（一般・特別・企業会計合計）

企
業
会
計

特
　
　
　
別
　
　
　
会
　
　
　
計

　※ボートレース事業会計は平成２４年４月から地方公営企業法の財務規定等を一部適用する
　　ため企業会計に移行し、平成２６年４月からは全部適用した。さらに平成２７年４月から、
　　会計名を競艇事業から、現在のボートレース事業へ変更した。
　※中央病院会計は平成２４年４月から地方独立行政法人化に伴い廃止されるとともに、当該
　　会計の債務を引き継ぐために市立市民病院債管理会計が新たに設置されている。
　※公債管理会計は市債の償還と借換えを一元管理するために、平成２６年４月に新たに設置
　　されている。他会計（一部を除く）の公債費と重複するため、総計額には含んでいない。

60



５．令和６年度 決算状況表（抜粋）

人 人 人

人 人 人

％

％

人

人

A

B

C

D

E

F

G

H

I

J

42 8 円

教育公務員 47 9 円

技能労務職員 54 9 円

43 11 円

※ 普通会計決算カードより抜粋

市 町 村 類 型 中核市 指 定 団 体 等 の 状 況 離島　山振　特定農山村　過疎

６ 年 度 交 付 税
種 地 区 分

Ｉ　5 事務の共同処理の状況
　　災害基金　　　
　　自治会館管理　後期高齢者医療

産　　業　　構　　造

区　分 第1次 第2次 第3次

R2年 255,051 167,629 90,326 人 人 人

H27年 268,517 176,520 88,073 5,030 30,234 90,498

増加率(R2年) △ 5.0 面　　積 人口密度 4.0% 24.0% 72.0%

増加率(H27年) △ 4.4 (R6.10.1) (R2年国調) 人 人 人

住基 R7.1.1 243,422 5,584 28,991 86,318

台帳 R6.1.1 247,000 4.6% 24.0% 71.4%

令和５年度 令和６年度 指　数　等
千円 千円 千円，％

歳入総額 143,386,218 159,269,622 基準財政需要額 57,256,431

歳出総額 137,045,015 152,976,548 基準財政収入額 31,807,141

歳入歳出差引額
             (A-B)

6,341,203 6,293,074 標準財政規模 66,244,264

翌年度へ
 繰り越すべき財源

2,021,384 2,062,603 財政力指数 0.555

実質収支 　  (C-D) 4,319,819 4,230,471 実質収支比率 6.4

単年度収支 25,447 △ 89,348
(減収補填債･臨時財政対策債除く)
経常収支比率

 (96.9)
96.6

積　立　金 2,125,708 2,167,426 自主財源比率 46.6

繰上償還金 地方債現在高 129,257,412

積立金とりくずし額 2,000,000 2,000,000

実質単年度収支
         (F+G+H-I)

151,155 78,078

普通会計繰入金

千円 千円

上水道(簡水) 有 153 189,341 88,914
工業用水道 有 4 29,905
病　院 有 128 124,542 562,579 実質赤字比率 －
交通（船舶） 無 11 12,192 16,998 連結実質赤字比率 －
下水道 有 76 247,943 2,156,883 実質公債費比率 9.3
下水道（農集） 無 2 1,731 235,000 将来負担比率 43.0
港湾整備 無 17 △ 40,821 304,229
市　場 無 10 192,192 283,340 平均年齢 1人当り 平均

観光施設 無 2 10,428 83,500 (歳・月) 給 料 月 額

宅地造成 無 2 △ 2,254,362 一般職員 1,782 332,703
ボートレース 有 59 15,205,107 57 360,561

174 335,075

合　　計 2,013 333,697

人　　　　口
人口集中
地区人口

高齢者人口
(65歳以上)

国勢 就
業
人
口

R2年
国調

調査

H27年
国調716.28 ㎢ 356.2 人

区　　　　分 区　　　　分

積立金現在高 28,663,901

収益事業収入 12,000,000

事　業　名
法適用
の有無

職
員
数

形式収支額
債務負担行為額 40,349,555

可処分資産額 613,397

比
率

健
全
化
判
断

区　　分 職員数

公

営

企

業

の

状

況
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６．市財政（一般会計）の推移

決　　算　　額

歳　入 歳　出 差引過不足額 収入済額 収納率％ 構成比％

 （旧下関市） 

        98,368,210         71,866,039         69,258,330          2,607,709         24,138,517    72.5 33.6 

 （旧菊川町） 

         4,581,919          3,218,606          3,432,162 △213,556            641,399    78.9 19.9 

 （旧豊田町） 

         6,676,682          4,948,731          4,791,938            156,793            484,880    82.1 9.8 

 （旧豊浦町） 

         9,581,164          5,954,885          7,019,391 △1,064,506          1,229,372    78.8 20.6 

 （旧豊北町） 

         8,721,409          5,099,276          4,966,652            132,624            763,451    88.4 15.0 

 （新下関市） 

        40,977,507         36,981,651         33,273,093          3,708,558          5,914,434    56.6 16.0 

17        116,005,342        114,362,046        110,523,886          3,838,160         33,790,911    88.4 29.5 

18        118,326,967        115,019,242        111,569,217          3,450,025         34,159,533    89.5 29.7 

19        115,759,740        111,366,160        108,301,344          3,064,816         36,494,356    90.7 32.8 

20        129,366,761        113,738,762        110,533,188          3,205,574         36,990,033    91.8 32.5 

21        135,047,267        127,594,172        123,712,018          3,882,154         35,102,796    92.4 27.5 

22        125,068,430        118,376,686        114,148,131          4,228,555         34,183,610    93.2 28.9 

23        131,855,288        125,306,782        121,392,332          3,914,450         34,293,076    93.9 27.4 

24        130,446,580        121,635,587        117,798,811          3,836,776         33,892,543    94.6 27.9 

25        139,759,687        129,227,199        125,614,774          3,612,425         33,705,172    95.4 26.1 

26        133,093,711        123,395,163        120,187,386          3,207,777         33,862,842    95.8 27.4 

27        136,548,362        125,709,160        122,753,846          2,955,314         33,286,393    96.2 26.5 

28        126,027,049        118,228,833        115,774,974          2,453,859         33,439,177    97.5 28.3 

29        125,335,467        120,634,017        118,126,041          2,507,976         33,211,472    98.0 27.5 

30        121,673,698        115,127,801        111,407,310          3,720,491         33,085,350    97.6 28.7 

31        124,472,457        117,847,193        115,419,445          2,427,748         33,373,174    97.6 28.3 

令和 2        155,795,885        146,559,788        143,559,609          3,000,179         32,488,143    96.6 22.2 

令和 3        138,694,221        130,181,639        125,452,494          4,729,145         32,425,366    97.7 24.9 

令和 4        157,212,231        145,238,739        140,088,844          5,149,895         32,970,867    97.8 22.7 

令和 5        152,726,608        138,941,682        132,697,181          6,244,501         33,582,888    97.9 24.2 

令和 6        170,641,946        154,157,063        147,926,762          6,230,300         33,020,835    98.0 21.4 

令和 7        136,217,300 

令和 8        142,580,000 

（単位：千円）

歳入決算中の市税決算額
年度 予算現額

平成16
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７．下関市職員定数

（単位：人）

区　　　　　分

１．市長の事務部局の職員

３．ﾎﾞｰﾄﾚｰｽ事業管理者の事務部局の職員

※

総　　　　　計

条　例　定　数 現　員　数

（改定年月日：R6.4.1） （R8.4.1）

 1,794             1,673 

２．上下水道事業管理者の事務部局の職員    234               206 

    22                20 

４．議会の事務部局の職員     16                15 

５．選挙管理委員会の事務部局の職員      8                 5 

６．監査委員の事務部局の職員     14                 8 

７．公平委員会の事務部局の職員      1                 - 

８．農業委員会の事務部局の職員     16                 8 

９．教育委員会の事務部局の職員    278               239 

10．消防局長の事務部局の職員    331               319 

 2,714             2,493 

※　公平委員会の事務部局の職員は併任のため、市長の事務部局の職員としてカウントしている。
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下関の「五馳走」 

ご ち そ う

  河豚 

ふ く

雲丹   

う に

 鯨  

くじら

烏賊  

い か

 鮟鱇 

あんこう

 
令和８年６月 

発　行　 下関市議会事務局 

下関市メインキャラクター

「せきまる」
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